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膨張を続ける市場経済の中にあって， BRICs はここ 10 数年間急激にその市場における重
要性を増してきた。ブラジル，ロシア，インド，中国からなるこのグループは，その大き
な人口から購買力の旺盛な巨大な中間所得層を生み出しつつあり，資源・エネルギーの両




(Huo et al.， 207; Chen ， 205) 。都市部における自動車普及の進展は，交通渋滞の頻発と
排出される 802 ，NOx ， VOC (Volatile Organic Compunds) などによる大気汚染により都
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機器を取り巻く既存研究の整理を行う (2.3 節， 2.4節)。
2. BRICs の台頭と成長のひずみ
2.2.1 BRICs の台頭と一足飛びの発展
192 年の世界サミットにおいて，持続可能な開発 (SD: Sustainble Devlopmnt) の
概念が国際社会に提唱されてから 20 年が経とうとしている。しかし，世界の温室効果ガス
(GHs: Grenhouse Gase) 排出量は 208 年において 29.6 Gt.C02eq であり，また 201
年 1，240Mt の粗鋼， 3，30Mt のセメントが消費され，気候の安定化・大量消費社会からの
脱却という観点で，持続可能な社会への到達はまだ先のことといえる (UNSD ，201; USGS ， 
201) 。気候変動や資源枯渇などの地球規模の課題において，先進国の歴史的な責任は重く，
“共通だが差異ある責任" (Comon but diferntiated responsibility) (UN ， 192) の原
則に基づき各国が共同で対処していく必要があることは言うまでもない。一方で，中国は
207 年に米国を抜き世界最大の GHGs 排出国となり，さらに世界の鉄生産の 45% ，セメ





たわる大きな国内経済格差にある。 20 年以降の 10 年間で，世界経済に占めるシェアは
16 から 14 に増加し，所得が 6，0 US$I 年以上の人口も今後 10 年でほぼ倍増すること
(Wilson et al.， 201) 。しかし，ジニ係数で見るとブラジル 0.57 ，ロシ
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にも 8hafik (1 94) などがあるが，クズネッツ曲線の適用が可能とされる環境指標(例えば







れる。仮説の第 3 及び第 4 にあるように，後発の利益や先進国からの開発援助や技術移転
は，こうした問題に対しクズネッツ曲線の成立の関わらず間違いなく正の影響を与えるも
のと考えられる。
2.2.2 革新的技術の導入を巡る議論: Envirometal Modernizat とTe chnolgy
Tr ansiton 
多くの研究において草新的技術の導入が環境問題の解決に対して大きく寄与するといわ
れてきた。 8oclw et al. (204) によって提唱された "wedg aproch" では，既存の技
術や想定される将来の革新的技術の普及やその利用，また森林資源の保全等の個々のの施
策を一つの“wedg" と定義し，想定された 14 の "wedg のうち 7 施策が実行されるこ
とにより大気中 C02 濃度を 50 :t 50 ppm 以下で安定化させることが可能であるとし
た。 "Wedg" には，自動車の高効率化や，再生可能エネルギー源の利用， CC8 (Carbon 




との批判もある (Bailey & Wilson ， 209) 。特に環境的側面に着目した技術の導入とそれに
合わせた社会情勢の変化は， Envirometal Modernizat (Mol ， 20 1)と呼ばれ，技術
革新や産業構造のうち環境的合理性に基づく領域の成長が促され，政策的・経済的システ
ムが構造変化を起こすことで適応すると考えられた。当初， Mol (20 1)はこうした考え方





年代前半にほぼ O であった中国の風力発電設備容量は， 196 年の Ride the Wind Program 
の実施とともに伸び始め 203 年の Wind Concesi Project の実施後急速に導入量が拡大
した (Ockwel ，20 1O )0 201 年の世界全体の風力発電設備導入量 3.8GW のうち， 1. 9GW 
が中国国内での導入であり，かっこの巨大な市場と産業の両方を国内に創出した (GWEC ，




しかし，先進国において適用された Envirometal Modernism は必ずしも同じように
中国においても適用されているとは言えない。中国において現在導入されている風力発電
技術は世界最先端の技術ではない (Ockwel ，20 1O)。これは， Envirometal Modernism 
によって生み出される Gren Industry のもつ位置づけが，先進国と中国では異なることに
よると考えられる。先進国においては， Gren Industry や Gren Inovatin は将来的な
市場や社会的ニーズによって生み出されると考えられる。一方で，中国の場合はややこれ
とは異なる。まず， Fay (205) によると，経済開放以降都市部での失業は深刻となりつつ
あり，雇用の確保は社会的に大きなニーズとなっている。こうした雇用の不安定化の要因
は，貨幣化された経済 CKarn et al. 203; Fay ， 205; Baker & Schuler ， 204) ，社会的つな
がりの断絶(B aker & Schuler ， 204) ，市場競争(Kir onde ，207) などが言われている。
いずれにせよ，都市部に深刻な雇用不安が広がっており，こうした Gren Industry の創出
は，先進国と比較して依然低い賃金水準を考えれば，雇用の面で社会的ニーズと合致して





























ことは Technolgical Lo ck-in とよばれる (Cowan ，196)0 208 年に施行された EU の
EuP 指令 (The eco ・design ofEnergy using Products) (205/32IEC) は，エネルギー消費
機器のこうした特性を考慮、し，原則としてすべてのエネルギー消費機器にライフサイクル


















































よそ 70% (NBSC ， 201) を占め，今後も中国経済は石炭に大きく依存し続けると考えられ
























ある (UNSD，2011)。中国の GDPあたりの排出量は年々減少を続けているが， 2008年現
在で約 1，560tlMillion US$と，依然OECD平均の 292tlMillion US$と比較しでかなり高
い水準となっている1。こうした背景には，中国のエネルギー源の高い石炭依存があると考
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図 2-3に， 2008年の主要国のエネルギー消費構造を示すo 中国の石炭依存率は 66%で







コベンハーゲ、ン合意に基づき 2020年までに GDP当たりの GHGs排出量を 2005年比
40，.45%低減，また一次エネルギーに占める非化石エネルギーの比率を 15%に上昇させる




ことを約束している (Wei ，201) 。こうした国際公約に基づき，国内法 (N 品 ifA s: Nationaly 
Aproiate Mitgation Actions) の整備を進め， 207 年に途上国として初めて策定され
た中国の国家気候変動対策プログラム (NCP: China's National Climate Change 
Progame) (NDRC ， 207) では，再生可能エネルギー・原子力エネルギー等の開発に
加え，火力発電の高効率化が求められている。
石炭利用の高度化技術は，世界的にもその埋蔵量の豊富さから注目を集めている (CIAB ，
208) IEA においても， CIAB (Coal Industry Advisory Board) により技術開発・普及
施策が検討・提言されている。この中身は大別して，石炭燃料の品質改良，既存発電設備
の高効率化，高温燃焼によるさらなる高効率発電技術の開発， CCS (Carbon Capture and 







は，第 1 次五ヵ年計画で掲げられ， 5.0 万 kW の小規模火力発電設備の閉鎖が目標と







既に述べた。図 2'4 に 204 年以前の火力発電設備の建設状況を示す。中国では 100MW
を越す大型の発電所の建設は 1950 年代にはじまり，年を経るごとに徐々に大規模化が進ん
できた。
図 2・5 に地域別の発電効率を示す。火力発電の送電端熱効率は地域により 27'"'-'37% と若
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電設備(熱効率 40%) で置き換えた場合，省エネ可能量は 43. Mtoe (石油換算 t) (省エ
ネ率約 18.2%) と推計されており，削減ポテンシャルとして大きいといえる。一方で，同
様に技術の移転による効果の研究を行った Atwok et aI.( 203) は，石炭ガス化技術
(I GC: Integrated Gasifcation Combined Cycle) の導入可能性をコスト面から検証した
が，技術導入を考えた場合コスト的に見合わず，今後のコスト低減が期待される結果とな
った。 Wang & Nakt (209) も技術の移行による効果を経済面・環境面から評価し，補助
金の有効性等が議論した。また，石炭の技術移転に加え，他の燃料も検討した研究として，
Li (203) は経済モデルを用いて 203 年までの中国の電力源の天然ガス，再生可能エネル
ギーへの移行と，炭素税，大気環境規制の強化， CCT の導入や適切な石油備蓄の増進等に
よる効果を検証した。
技術移転による石炭火力発電由来の大気汚染の改善に着目した研究もある。 Aunan eta l. 
(204) や， Li et al. (204) は，大気汚染による健康被害を汚染レベルから金銭価値に勘定
し費用対効果分析を行い，技術移転による高い効果を示した。近年の中国における CCT の
進展は Chen & Xu (201ω に詳しいが，今後のより一層の技術普及に向けて国際的な協力
の必要性が述べられている。中国における CCT の導入の実証研究も複数試みられており，















といえる。民生・運輸部門からの C02 排出量は，我が国でも 190 年比でそれぞれ 26.9% ，
5.8% 増加 (209 年)しており (JCCA ，201) ，中国においてもその抑制は今後の重要な












る。 2.4 .3 項では廃棄物処理の観点から既存文献の整理を行い， 2.4.4項においてサー ビス利
用の観点を取り込み製品のカスケード利用の実態について論じる。その上で，持続可能な
消費を巡る先進国における研究事例として，持続可能なライフスタイルを巡る議論を 2.4 .5
項に示し，以上を踏まえ 2.4 .6 項に本研究のアプローチを示す。
2.4 _2 中国における家庭用エネルギー消費機器の使用実態と既往研究
(1)家電製品
中国の平均的な一人当たり GDP は 209 年に約 4，0 US$ (1 CHY = 0.15768 USD) 
であり，先進国と比較する低いといえる。しかし，都市部の家電製品の保有量を地域別に
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被害・気候変動対策等の観点から迅速な対応が求められている (Duet a1.， 2010; Yan & 
17 






















要因となり，深刻な渋滞の発生や，大気汚染の深刻化が指摘されている (Liuet al.，2011; 
Che et aL，2011など)。都市密集地域においては，大気中の 802，NOxや，VOC， PM 
CParticulate Matter)などの濃度が上昇しやすく健康影響が懸念される事態となっている。
一方で，こうした局地的な大気汚染の分析に加え，燃焼効率の悪いエンジン技術の普及に
よる C02排出量の増加を懸念する指摘もなされている (Huet al.，2010; He et al.， 2011; 





基準は既に 2015年の 7U100kmを目標に第三段階に入っており， 2020年にはさらに基準
の強化を行うとしている (Oliveret al.， 2009)。また，その他の排ガス規制については， EU 
からの制度の移転をはかり， 2003年に EUR02，2006年にEUR03の規制の適用を決めて










る。 E-waste の処理による環境汚染は，責崎 (Guiy) の事例 (Huo et aL 207; Guo et aL ， 
201) を筆頭に，国内の静脈系システムの未熟さに加え，海外からの大量の e-waste の流
入により，国内由来の e-waste が問題となる以前から深刻な環境汚染が発生してきた




いての多くの研究がなされてきた。例えば， Liu et aL (206) は家電製品の普及予測に基づ
くGHGs 排出と e-waste の発生量予測を行った。また，発生する e-waste による健康影響・
環境汚染の実態調査研究としては Wong et aL (207) や Deng et aL (206) 等が， リサイ
クル拠点周辺の土壌・河川・大気中の汚染濃度の測定などを行っている。また， Liu et aL 












もEU からの制度の移転を図り中国版 WEEE 指令，中国版 RoHS 指令を施行し， 201 年














た現状に対し He et aL (206) は，中国版 WEEE では国によるファンドの立ち上げが謡わ




自動車においても法制度の整備はほぼ同様の状況といえる。廃自動車 (ELV: End-ofLife 






台数は， Chen (205) によると，推計される台数の約 10% でしかなく，試みが成功してい
るとは現時点では言えない。こうした問題解決のために，処理設備の技術的な改善のほか
に，廃自動車の発生移動に関する情報交換のプラットフォームの確立などが求められてい



















年の自動車総取引量に中古車が占める比率は 18% と， 2-3 台に 1 台が中古車となっている
日本や欧米と比べて低い利用率となっている(矢野経済研究所， 208) 。また，推定される
廃棄台数と統計データには帯離があり，その理由として法の外でのリユースや廃棄処理の
存在も指摘されている(阿部ら， 208;Chen ，205) 。製品リユースやリサイクルは，資源
消費抑制・低価格でのサービス供給のためには重要な手段であるが，ハイブリッド自動車・
電気自動車等の高効率化技術の導入が推し進められている中でのエネルギーの効率的利用






















Househld Project や未踏科学技術協会 (207) ，木村ら (208) などがある。木村 (206)
によると， Sustainble Househld Project は家庭生活の 3 つの機能である食・住・衣に関
21 
して，そのシーン毎に人々のニーズ、を満たすサービスの在り方の代替案 (DOS: Design 
Orientd Scenario) を提示したものである。 Enablig- Relivng ， Indivdual-Colective の
2 軸によりライフスタイルの統合ビジョンを分類し，そのそれぞれにおいて想定される衣食
住のシーンを満たす，製品サービスシステム (PS: Product Servic System) を DOS と
して提示した。例えば食の DOS には，①知能の高いハイテク調理 (aceleration & inteligent 
high coking) ，②近隣の食料センター (Neighbord fod center) ，③グリーンコンシュー
マ需要を通じた地域のグリーン・メニュー (Local gren menu through gren consumer deman) ， 












られた 5 つのドライピングフォース (DF: Drivng Force) (高齢化，所得の二極化 r個」の
進展，時間の利用，情報化)により点数化し，その上で主成分分析およびクラスター分析
により 4 つのクラスターに分類した。その結果として，ロハス型，地域共同型，個人自由
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U5C CFBC ICFBC PICFBC CP PFBC 
将来利用可能となる技術
A-PFBC HYCOl IGC 化学再生IGFC IGFC 









Ma eta l. 
(2 ∞2) 
Doneset 












〆 J J 
J J 
USC: 超臨界微粉炭燃焼発電， CFBC: 循環型常圧流動床燃焼複合発電， ICFBC: 常庄内部循環型流動床燃
焼複合発電， PICF ‘BC: 加庄内部循環流動床燃焼複合発電， CP: 石炭部分燃焼発電， PFBC: 加圧流動床燃
焼複合発電， A-PFBC: 高度加圧流動床燃焼複合発電， HYCOL: 噴流層石炭ガス化技術， IGC: 石炭ガス化
複合発電， IGFC: 石炭ガス化燃料電池複合技術
候補とされた技術の記載数は技術の実現性・実用性の高さを示すと考えられる。現在利
用可能な技術のうち掲載数の高いものは超臨界圧微粉炭燃焼技術 (USC: U 1t ra Super 
Critca l)と加圧流動床燃焼技術 (PFBC: Presurized Fluidzed Bed Combined Cycle) で

















































様に Ma et al.，包 02) は将来技術としては超臨界圧ボイラでの微粉炭燃焼発電技術を想定







(T T- ASP: Tr ansfering Technolgy As 80n As Posible) 
・将来技術の実用化に合わせ技術導入を行うケース











































効率改善 補機動力の削減，蒸気温度特性改善，ボイラ燃焼空気比の適正化， SH スプレー低





発電所 ユニット ポイラ効率 11 ーピン効率 発電担終効率 送電端換効率 効率向上 費用
'''' '''' '''' '''' '''' 'M iII l刷、 US$'山東省 1号 改修前 89.27 40.95 36.4 3.68 
郷県発電所 300MW 改修後 ヨ3.52 43.2 40.27 37.3 3.64 
2号 改修前 89.27 40. 幽 36.0 3.42 
300MW 
改修後 92.5 43.02 39. 37.0 3.64 
ヨ号 改修前 90.1 41.0 36.9 34 .01 
300MW 政修後 93.52 43.9 4034 37.9 3.8 
4号 改修前 90.56 41.03 ヨ6.93 34.23 
300MW 改修後 93.52 43.1 40.36 37.41 3.18 
平均 改修前 89.78 40.91 36.51 3.84 
47.3 
改修後 93.52 43.29 40.2 37.0 3.46 
安徽省 1号 改修前 8.61 41.39 36.45 3.79 
洛河発電所 300MW 改修後 92.1 43.70 40.36 37.41 3.62 
2号 改修前 8.14 41.53 36.8 3.72 
300MW 
改修後 93. 43.86 40.68 37.1 3.9 
平均 改修前 8.38 41.6 36.42 3.76 
5.46 
改修後 93.12 43.78 40.52 37.56 3.80 
河南省 1号 改修前 鈎 02 39.6 35.1 32.91 
銚孟発電所 270MW 改修後 93.27 41.85 38.0 35.96 3.05 
2号 改修前 89.47 36. ∞ 35. ∞ 3.7 
3∞M W  改修後 92.7 40.36 4036 37.41 4.0 
平均 改修前 8.75 35.7 35.7 3.14 
改修後 93.12 39.56 39.56 36.7 3.52 56.84 
平均 3.57 51. 73 
電源開発 (19) より引用
これらの事例では，改修による発電効率の向上は送電端効率で 3.05-4% (平均 3.57%)
となり，また改修費用は 47 .4 -56.9 milion US$I (30 MW) (平均値 51. 7 milion US$ I 
(30 MW)6) であった。
次に，将来技術の適用可能性は，石炭火力発電の技術開発はまだ途上であり， NCCP 
(NDRC ， 207) においても今後高効率化技術が登場することが既に予測されている状況下
で，新技術の登場まで延命化を図りその後高効率な新技術を導入することはライフサイク










・寿命とともに順次更新していくケース (RPL: Replace) 
・改修・高効率化を行い延命化するケース (RNV: Renovat scenario) 
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図 3・4 モデルの概要
評価の地域バウンダリを中国全土，時間バウンダリは施設の置き換えによる影響が十分
に現れる程度の期間を考慮、し 205- 年とし， 205-1 年のみ 6 年間を 1単位，そ
の後は 10 年を 1単位としてシミュレーションを行った。評価指標は，費用と環境負荷排出



































モデ、ルが適しているといえる。一方で，第 4 ・5 章では需要側に関する議論をしており，ボ
トムアップのモデルを用いることで，需要側と供給側の連動した議論が可能となる。しか






Yang & Yu (204) で用いられた推計式を式 3・1 に示す。
n 
EDt = IED it + 叫 t
ふ EDo. V Ao. EDm N品
= ) ー」こ・ー・ GDP.+ ー」ニ・一一・ PO.合間it GD 九 ι N民 PO 九 ι 
n =I 叫 Sit ωPt+ EIH t 'lNH t . PO 
式 3・1
37 
ここで. EDt は期間tにおける電力需要. EDit. ED Ht はそれぞれ期間tにおける家庭部門以
外の産業部門i と，家庭部門の電力需要を示す。 VAit • CDP tはそれぞれ産業部門iの期間tに
おける付加価値と，期間tにおける中国の総生産額を示し. E1it Sit はそれぞれの期間tにお
ける産業部門iの電力強度(単位生産あたりの電力消費量)と GDP に占める比率を表す。NHt •
POP tはそれぞれ期間tにおける世帯数と人口を示し. EIHt• lNH tはそれそ'れ期間 tにおける
世帯当たりの民生部門電力消費，世帯人数の逆数を表す。本研究では産業部門の分類は考
えなことから. n = 1 (:.・ S1t = 1)とする。また，電力消費についてはより幅広くデータが
利用可能な一人当たりの電力消費を元に推計を行うこととし. EIH tとlNH tの積を一人当た
り民生部門電力消費 (J NP t) として定義した。。
産業部門の電力強度El it が変化する要因としては，個々の産業部門における技術革新によ
るエネルギー生産性の向上や，産業構造の高度化による第三次産業の比率の増大等があり，
これらは一般に経済の成長とともに進展するとされている (Chen et al.. 201) 。そこで本
研究では，産業部門の電力強度は一人当たり GDP と相関があると仮定した。図 3・5 に
196-209 年の中国および 209 年の IEA 構成国における一人当たり GDP と GDP 10 
US$ あたりの民生部門を除く電力消費量の関係を示した。
。 10 ，0 
y= ・30.7 1n (x) + 415.76 
K" = U. lS Uヲコ
• 
50 ，0 60 ，0 
図 3・5 一人当たり GDP と産業の電力消費の関係7
この結果，E1it は対数曲線により近似できると考えられ，回帰分析により式 3・2 を得た (R2
=0.81) 。
7中国のデータは NBSC (1 96-20). IEA 構成田は IEAStaistc & Balnces (2012) を







に 196-208 年の中国と 209 年の IEA 構成田の一人当たり GDP を購買力平価 (Pp:




V= 26.96e 2E 心5.




















30 ，0 250 ，0 10 ，0 150 ，0 20 ，0 
一人当たりGDP (元/年) (209 年価格.購買力平価)






電力消費は， 34 ，0 元/年よりも一人当たり GDP が低い領域では近年の中国の伸びを反






一人当たり GDP (購買力平価)図 3・6
8 中国のデータは NBSC (1 96-209) ， IEA 構成田は IEAStaisc & Balnces (201) を
元に筆者作成。購買力平価 (p) ベースでの一人あたり GDP を 20-209 年のアメリ
カドル (USD) のインフレ率に基づき 209 年価値に換算，さらに ICP (205) に基づき pp









(z諜5) 〉 3M削削4刊側0∞0叫主詞l 
式 3・3
式 3- の 1段目は 196-208 年の中国の実績値，また 2 段目は 208 年の中国の実績値
及び IEA 構成国(ノレクセンブ、ルグを除く)の値を元に，それぞれ回帰分析から得られた式
である。
以上の式を用い，中国の将来の人口・ GDP をそれぞれ UNPD (201) ， Goldman Sachs 
(203) の将来推計に基づき中国の将来の発電電力量を推計した。
(2) 石炭分担率の推計
次に，発電電力量のうち石炭により賄われる電力需要の比率を考える。図 3-7 に 209






非化石燃料由来のエネルギーの増加 (209 年 8.3% から 2015 年 1% ，20 年 15%) ，原子
力発電所数の増強(現状 1 基から 2015 年 25 基)，水力発電容量を増強 (2015 年までに
50%) ，国内の天然ガスの消費を増加 (2015 年までに現状の倍)等が示されている。
さらに個別の政策等を参照すると，中国の再生可能エネルギー中長期発展計画 (NDRC ，









図 3-7 中国 2009年の電源構成
2010年目標 2020年目標
水力発電 190 GW 300 GW 
バイオマス発電 5.5 GW 30 GW 
風力発電 5 GW 30 GW 
太陽光発電 300MW 1.8 GW 
表 3-6 中国の再生可能エネルギー中長期発展計画に示された数値目標
ただし， NDRCの目標値はその後の想定以上の再生可能エネルギーが急速に導入された
ことをうけて見直された。太陽光発電では201.5年までに 5GW， 2020年までに 20GWの
導入が目標とされ(IEA，2010).また風力発電では2009年の段階で国内の設備容量が既に
約 26GWと2020年目標値に近い値まで増加したため， 2020年に 230GWまで増強が可
能であるといわれている (GWEC，2010)白
また，中国における今後の重要な発電電源である原子力に関し，世界原子力協会 (WNA:
World Nuclear Association)によると F 現在 14基の原子力発電設備が稼働しているのに対
し， 27基が現在建設中であり 27基が計画段階にあるという (WNA，n.d.) 0 中国における










現状 (209 年) 20 年 203 年 205 年
再生可能エネルギー
水力発電 - 190 G W  - 30 G W  
バイオマス発電 - 5.5 G W  - 30GW 
風力発電 - 26GW - 230 G W  
太陽光発電 - 30 ・360MW9 -20GW 
原子力発電 - lO GWe - 60 GWe - 20 GWe - 40 GWe 
天然ガス発電 - 13 GWI0 - 60GW 
209 年の設備容量と発電電力量の関係から設備の稼働率を求め， 20 年の設備容量下で
の発電を想定した場合，表 3-7 に示した発電電源からの 20 年における発電電力量はおよ
そ 1，900T Whであった。これは図 3-1 に示した 20 年の電力需要の凡そ 30% に相当し，
1 年間で総発電量に占める石炭の比率が少なくとも 70% 以下に低下することを示している。
203 年以降の長期予測については中国政府からの普及の目標値等は発表されていない。
したがって，本研究では以上の 20 年までの予測値に基づき 205 年までの総発電量に占
める石炭火力発電の比率を外挿する。すなわち 209-20 年における石炭火力発電の比率
の減少幅から期間中の年間減少率6を算出し，その後も年間減少率6を維持し続けると仮定
した。これはt年における石炭火力発電の比率をTcoa I. tとすると式 3・4 のように表され，
t = 20 のとき o = 1. 1 X 10- 2であった。 209-205 年の石炭火力発電の総発電電力量に
占める比率を図 3・8 に示す。
















9 IEA (201) より引用。
10 促 (207) による推計値。
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以上より，式 3・5 を用いてt年における石炭火力発電への電力需要EDcoa ¥， tを推計した。







が 10 M W 以上の発電設備に関しては，中国電力年鑑編輯委員会 (206) および電源開発
(1 9) のデータを参考にした。特に 198 年以前に建設された石炭火力発電設備に関し
ては電源開発(1 9) から 198 年までの設備容量を参照し，中国電力年鑑編輯委員会 (206)
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一方で中国には 1台当たりの発電容量が 100MW に達しない小規模な発電設備が多数あ
るとされている。本研究では，侃 (207) に基づきユニット当たり 100MW 以下の発電容
量の小規模発電設備の比率が，石炭火力発電設備全体に対して 2.9% であると考え，総発
電容量を推計した。その結果，ユニット当たり 100MW 以下の発電設備の発電容量の合計
は約 59GW であり， 204 年の時点での総発電設備容量は約 260GW と推計された。これ
らの小規模発電設備の建設年代に関するデータは得られなかったが， 207 年に NDRC に
より示された「小規模火力発電の閉鎖を促進することに関する通知」では 201 年までにこ
うした小規模発電設備容量を 50GW 閉鎖する方針が示されており， 90% 近い設備が老朽化
し更新時期を迎えていると考えられる。したがって，これらの設備はいずれのシナリオに





れる電力需要EDCoa1 ，tを年間の設備稼働時間Eで除して求められる(式 3・6) 。既存設備の廃
棄と需要増加に伴う設備容量の不足分は，まず更新時期をむかえた設備の改修・補修が行
われ，次いでさらに不足する分を賄える量が新規建設される(式 3-7) 。





一一 一・ιFb R 
式 3・6
RC t = ICext + IC]et + IC_nwt 
式 3-7




設備の耐周年数は一律 30 年とし，補修・改修により一度だけ 10 年間の延命が可能であ
るとした。設備の稼働時間には，中国電力年鑑編輯委員会編 (205) より，平均値 6，083 hlyr 










環境負荷には C02 ，802 ， NOx の各排出量(Emi c02 'Emi s02 ' Emi NOX ) を，コスト (Cost) には設
備建設，維持管理，および燃料費(それぞれ Cost co 市 t，Cost OM ' Cost tuel ) をそれぞれ考慮、
した。算出には式 3・8 ・式 3・9 を用いた。
て.， EDrn "A l"r 
fCt = )ーよ 2 ι
ι ム efs x cv 
C叫 =L(I 臼 Wt.s .u にcons い Rら ω m s + fCt 叩
式 3・8
式 3・9
ここで，fc は燃料である石炭の消費量，ef は受電端発電効率，cv は石炭の単位発熱量を
示す。さらにuc_onst は単位容量の設備建設にかかる費用，ucom は単位容量の設備にかか
る維持管理費用， upf 土石炭の価格を示す。受電端発電効率には，技術別の発電端発電効率
に加え，発電電力の所内利用率である 7.31% (NB8C ， 207) を考慮、した。
次に環境負荷排出量の算出には，式 3・10 を用いた。
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Emi k， t = f Ct X ek 
式 3-10
ここで， kは環境負荷物質の種類を示す添字であり eは各物質の排出係数を示す。用い
た設定値および定数を表 3・8，表 3・9 に示す。維持管理費は， Ma et al. (20 1)より引用し，
さらに中国現地技術については脱硫設備の導入を考慮、し， 5 US$ Ik W/yr を加算した。
なお，費用の算出に当たり割引率を適用するが，本研究ではLi ang et al. (209) に基づき
8% を用いた。一方で，中国が今後も現在のような急成長を続けるとは必ずしも言えず，そ



























up 21 US$/t 
cv 20.93 GJ/t 
eCOZ 2.6 t.CU2 1t 
eSOZ 1. 13 kg/t 































下に 20% ずつ変化させた場合の変動を， 205-0 年までの累積 C02 排出量および C02
の単位削減費用の 2 指標から評価する。 IGC 技術の想定される発電効率は 50% であり，
20% の変動は現実的ではないと考え，上下 10% の変動を考慮し 45-5% の幅で変動させた。
IGC 技術の登場時期に関しては， 3.2.2 で、行った文献調査の結果概ね 20-30 年に技
術の登場が予測されていることから， 203 年に技術が利用可能になるとの仮定で行う分析





果を， 208 年までの実績値と併せて図 3.1 に示す。
総電力需要は 208 年， 20 年， 203 年， 204 年， 205 年の各年に，それぞれ 3，50T Wh，
6，20 T Wh， 8，30 T Wh， 10 ，80 T Wh， 14 ，20 TWhと増加した。推計期間中 203 年ま
では産業側からの需要増加が総電力需要の増加量の約 80% 以上を占めているが，民生部門
47 
由来の需要増加は 2031~2040 年には約 38%， 2041~2050 年には約 70%を占めた。産業部
門のエネルギー効率の向上が進む一方で，次第に民生側の電力需要の増加が電力需要増加























205 208 201 20 203 204 205 
年次
E コ産業部門 E コ民生部門 -+-石炭分担分
図 3・1 部門別電力需要の将来推計結果
総発電電力量に占める石炭の比率は 201 年の 80% から徐々に低下し， 20 年， 203 年，
204 年， 205 年の各年に，それぞれ 69% ，62% ， 55% ， 49% となると推計された。この結




た場合における，設備容量の内訳の推移を図 3.12 に示す。左図 (a) は補修 (Base-B) あ





85 G W  (総容量の約 12%) と石炭火力発電設備容量全体に占める比率はそれほど大きくな
かった。これは 203 年以前に延命の対象となる設備は 20 年以前に建設された設備であ
り，当時の電力需要が現在と比較し小さかったため老朽化する発電設備容量自体が小さい
ことが主な要因といえる。











205- 201- 201- 2031- 2似 1-
201 20 203 204 205 (年)
205- 201- 201- 2031- 2041-
201 20 203 204 205 (年)
国延命利用容量 E 既存設備容量 新規建設設備容量
(a) Base- B， RNV ケース (b) RPL ケース
図 3-12 発電設備の更新容量の推計結果
新規に建設される設備容量の推移をみると， 205-201 年および 2031-40 年の期間に
多くの設備建設が発生していることがわかる。 205-10 年の期間においては電力需要の
急増 (201 年以降の年開設備需要の増加量が 13-7 GWI 年なのに対し， 205-10 年の
期間は約 40GWl 年)と既存の小規模発電設備の閉鎖により大きな建設需要が生じた。一方
で 2031-204 年の期間では，電力需要の伸びは 203 年までと大きくは変化していないが，
205-201 年に建てられた多くの発電設備が寿命を迎えるため，需要増加による新規建設
に加え老朽設備の更新需要が大きくなることが新規建設設備容量の増大につながった。





3.4 .3 C02 排出量の推計結果
年間CO 2排出量の推計結果を図 3-1 に示す。凡例にそれぞれ技術導入シナリオと設備更
新シナリオの組み合わせを示した。まず， Base-A - Base-B (以後 Base-A) のシナリオ
では， 201 年， 20 年， 203 年， 204 年， 205 年の各年のC02 排出量は，それぞれ2，70
Mt-C02 ， 3，30 Mt-C02 ， 3，90 Mt-C02 ， 4，210 Mt-C02 ， 4，860 Mt-C02 であった。国内の
技術開発により対策を行った場合，排出量は201 年の約1. 8倍に増加することが示された。
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シナリオ問の比較を行うと， 201 '" 203 年の聞は大きく技術移転を行うケースと
('I'T- ASAP) と，行わないケース (Base"A ，T-i mely) に分けられる。後者のシナリオ
群では， 201"'203 年までは技術の導入状況が同じであるため，結果は設備更新シナリオ
による差異のみが生じた。一方で， 203 年以降は， Base"A と'IT-i mely の間で事離が見ら
れた。'IT-i mely シナリオ下では，いずれの設備更新シナリオにおいても年間C02 排出量が















一岳ーBase"A Base" 骨一 Base"A RPL 
・0 ・Base"A RNV 一台ー TI'" ASAP " Base" B 
-"&・ TI'" ASAP " RPL ・・企- TI' "ASAP " RNV 
ー~ TI' "Timely " Base" B ・-x--- TI'"i mely " RPL 
・・〉トTI' "Timelv " RNV 
201 20 203 204 205 年)
図 3・13 シナリオ別 C02 排出量の推移
Base"AB を基準とした場合の各シナリオでの年間 C02 排出量の削減効果は， 'IT- ASAP-
Base"B のシナリオで 203 年， 205 年にそれぞれ 375 Mt"C02 (9.6 %)， 91 Mt"C02 (1 8 %) 
であった。同様に'IT- Timely - Base" B シナリオでは， Base"AB を基準として， 203 年に
は削減が見られなかったが， 205 年には 821 Mt"C02 (1 7%) の C02 排出削減が見込まれ
た。 205 年における'IT- ASAP - Base" B シナリオと'IT- Timely - Base" B シナリオの年間
C02 排出量の差は約 90 Mt"C02 であり，先に述べたように両者の差は縮まった。しかし，
C02 排出においては年間 C02 排出量よりも累積での排出抑制が重要である。図 3・14 に各
シナリオにおける 205-205 年の累積 C02 排出量を示す。 Base"AB を基準シナリオとし
た場合， 'IT- ASAP - Base"B の C02 排出削減量は約 24 ，10 Mt"C02 (1 3 %)であり，
'IT- Timely - Base" B では 13 ，70 Mt"C02 (7.6 %)であった。したがって，年間 C02 排出量
50 
では 205 年に'fT-Ti mely - Base- B は'fT- ASAP - Base- B と同水準となったが，技術移転
の遅れによる累積での C02 排出削減効果は 43% 程度縮小されることが示された。
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図 3・14 205- 年の累積 C02 排出量の比較
次に，各技術導入シナリオ下での設備更新シナリオによる 205- 年の累積 C02 排出
量の差異を図 3・15 に示す。上述の比較と異なり，各技術導入シナリオ下で設備更新シナリ





Base-A シナリオ下では， RPL シナリオで 271 Mt-C02 ， RNV シナリオで 708 Mt-C02 がそ
れぞれ削減され， T- ASAP シナリオ下では， RPL シナリオで 570 Mt-C02 ， RNV シナリ
オで 708 Mt-C02 がそれぞれ削減された。 TI- 恒mely シナリオ下では， RPL シナリオで 798
Mt-C02 の排出量の増加がみられ， RNV シナリオでは 708 Mt-C02 の排出削減がみられた。
いずれの技術導入シナリオにおいても RNV シナリオが最も排出削減に寄与するという点
では一致していたが， T- Timely シナリオのみ他の技術導入シナリオと異なり， Base- シ





















図 3・16 に消費形態別の石炭火力由来の電力の C02 排出係数を示す。電力需要は各シ
ナリオで同様であり C02 排出量の変化がこの結果に影響を与えているため，ここでは結果
の値のみを示す。 201 年の推計値はTr- ASAP で 102-9 g-C0 2fkWhであり， Base-A. 
Tr- Timely では 1089-108 g-C0 2fkWhであった。技術の向上と共に徐々にこの値は低下
203 年には同様にそれぞれ 84-874 g-C0 2fkWh， 950-962 g-C0 2fkWh， 205 年に
図 3・15
し，
は'IT- ASAP で 65-672 g-C0 2fkWh， TI 可'i mely で 684-69 g-C0 2fkWh， Base-A で
815-91 g-C0 2fkWhであった。
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シナリオ別の電力 C02 排出係数の推移
ここまでシナリオ別の C02 排出を比較・検討してきたが，本分析における留意点として














す。 802のBase-ABでの排出量は， 2010年， 2030年， 2050年にそれぞれ1.35Mt， 1.95 Mt， 
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約20，000US$/年 (BおかAB比約320/0)費用が高かった。 2031-2040年の期間でも J Ad-China 
とIGCC技術の価格差による違いが表れたが， 2005-2010年と比べ差が広がらず， Base-ABと
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示す。 (a) "'(c) にそれぞれ割引率を 8% ，6% ， 10% とした場合の総費用を示した。期間中
の総費用は技術導入シナリオが Base-A の場合 Base- B， RPL ， RNV の順にそれぞれ 75 ，
790 ， 79 Bilion US$ ，同様に技術導入シナリオがTI'- ASAP の場合， I1 慎に 935 ，961 ， 940
Bilon US$ ，技術導入シナリオがTI'-Ti mely の場合，順に 789 ，803 ， 794 Bilion US$ で
あった。図 3-18 において 205-201 年に高い費用を示したTI'- ASAP シナリオ下の 3 つ
のシナリオで費用が高くなる傾向 (B ぉe-AB 比 21-25% 増)があり，建設費用の違いが大き
く影響していることがわかる。費用項目別の増加要因に着目すると，技術移転による高効
率化により燃料費は Base-AB と比較し減少しているが，建設・改修費の増加幅が大きく，
全体としては増加する結果となったことがわかる。TI'- Timely シナリオ下でも 2031 年以降
技術移転により必要な費用が上がっているが，割引率により現在価値としてはそれほど大
きな影響はなく， Base-AB シナリオと比較し1. 7-3.2% 程度の上昇で、あった。次に，補修・
改修ケース別では， RPL ， RNV ケースはいずれの技術導入シナリオ下においても B田 e-B と
比較し 0.4"'31% 程度の変化であり，技術移転と比較し，財政的負担は小さかった。
また，割引率 8% の場合の総費用と比較し，割引率が 6% の場合総費用は 25-28% 増加し，
割引率が 10% の場合には 17-8% 減少した。特に推計期間中 2031 年以降に大きな費用負担
が想定される T-imely シナリオでは割引率により比較的大きな影響を受けた。 Base-A を
基準とした T-imely シナリオ下の B出 e-B ，RPL ， RNV の各シナリオの総費用増加率は，
割引率が 8% の場合I1 頂にl. 8% ，3.6% ， 2.4%であったが，割引率 6% で 3.2% ，5.1%， 4.0% ， 
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図 3-20 に，各シナリオにおけるCO 2排出削減効果と，205 年までの累積CO 2排出削減量を
累積費用の現在価値で除して得た単位CO 2排出削減量当たりの費用(以下単に単位削減費用




排出削減量はT-ASP で約24.1 '"'-'24.8 Gt-C0 2， T- Timely では12.8'"'-'14 .4 Gt ・CO 2で、あり，既に
示したようにT-ASP の方が約2倍大きな削減効果が期待された。一方単位削減費用では，
T下Timely で、はl. 2- .4 US$ で、あったのに対し， T-ASP では8.-9.8 US$ と4-5 倍となった。








図 3・20 (b) に，各技術導入シナリオにおける Base-B シナリオを基準として， RPL.RNV 
シナリオによる影響を，先ほどと同様に C02 排出削減量と単位削減費用をプロットした。
T- Timely - RPL シナリオのみ，削減量が負(すなわち C02 排出が増力日)となったため，
この場合の単位削減費用の絶対値は RPL から Base-B へと施策を転換した場合の単位削減
費用と考えることができる。 Base-A- RPL において 59 US$ It -C02 と最も高い単位削減費
用をしめし，次いで'IT- ASAP - RPL において 45 US$/t-C02 ， T-i mely - RPL で(・)1 7.4
US$/t-C02 となった。各技術導入シナリオ下での RNV シナリオによる追加的な C02 排出
削減効果の単位削減費用，いずれも 6.6 US$ It -C02 で、あった。いずれの技術導入シナリオ下
でも RNV シナリオが最も C02 排出削減量が大きく，単位削減費用ではTT- Timely では上
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(単位削減費用変化量/石炭価格変化率)， 'IT-ASAPシナリオ下の Base-B，RPL， RNVの
3シナリオで，それぞれ1.56t-Cu2/(US$/t)， l.66 t-Cu2/(US$/t)， 1.61 t-Cu2/(US$/t)であ
った一方， TT-Timelyシナリオ下の同様の 3シナリオでは，それぞれ0.514t-C02/(US$/t)， 














































TT-ASAP • TT-Timelyの両技術導入シナリオ下での Base-B. RPL ・ RNVの各設備更新シ
ナリオの関係の変化は， 2点に集約される。 1点目は， RPLシナリオの単位削減費用が他の
60 
が 203 年であった場合， RPL の単位削減費用はTT- ASAP • T-i mely ともに Base-.
RPL シナリオよりも 0.8-0.9 US$/t-C02 程度高かったが， IGC 実用化時期を 20 年とす
ることで 3 つの設備更新シナリオはほぼ同等にまで下がった (T- ASi ザシナリオで各設備
更新シナリオが 8.0"'8.1 US$ It -C02 内に， T-imely シナリオで 0.69-0.84 US$/t-C02 内
にそれぞれ収まった)。累積 C02 排出削減量では， IGC 実用化時期が 203 年の場合は
T- ASAP シナリオ下で RPL シナリオが RNV に次いで 2 番目に大きく， T-i mely シナリ
オ下では RPL シナリオは最小であった。しかし， IGC 実用化時期が 20 年の場合はい
ずれの設備更新シナリオでも累積 C02 排出削減量は増加したが，特に RPL シナリオでの伸
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図 3・23 IGC 実用化時期の違いによる影響解析
40 
また， IGC が実用化された場合に実現される発電効率の変化による影響を，実用化時期
による影響と併せて図 3-24 に示す。発電効率の向上に伴い累積 C02 排出削減量の増加と
単位削減費用の減少の双方が，全てのシナリオにおいて見られた。特に単位削減費用の減
少はTT- ASAP シナリオで大きく， IGC の実用化時期が 203 年の場合，発電効率が 50%
61 
から 45% に減少するとき 3.01-3.7 US$/t-C02 増加し， 50% から 55% に増加するとき
1. 56- 1. 61 US$/t-C02 の低下がみられた。一方でTT-恒 mely シナリオでも，単位削減費用
の減少がみられ，同様にそれぞれ1. 43-2.6 US$ It -C02 の増加， 0.4 8-0.7 US$/t-C02 の減
少であった。累積 C02 排出削減量の増加は， T- ASAP とT-Ti mely シナリオの聞に違い
はなく， IGC の実用化が 203 年の場合， Base- で6，07 Mt-C02 ， RPL で 5，61 Mt-C02 ， 
RNV で 6，07 Mt-C02 の削減量増加がみられた。 IGC 実用化時期が 20 年の場合は，技
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Base-A ， T- A8AP ， TI- Timely の 3 シナリオ，既存設備の補修・改修を行うかどうかの違
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システムが未成熟なことが挙げられる。廃電気・電子機器 (e.waste) や廃自動車 (ELV)















































なシナリオ設定については各文献(木村， 206; 未踏科学技術協会， 203; 木村ら， 208; 
木村ら， 204) を参照されたい。
(1) Sustainble Househld Project 
まず， Sustainble Househld Project では，日常生活の各断面を「衣」・「食J ・「住J の
3 つのシーンに分解し，各シーンに沿った複数のシナリオを提示している.各シーンで描か
れた DOS (Design Orientd Scenario) を表 4・1 に示す。
Sustainble Househld Project ではこれらのシナリオを 2 つの軸(ディメンジョン)を
用いて分類している。 1つ目の軸は，利用者の社会的態度 (User Social Behavior) であり，
Colective - Indivdual のどちらを志向するかにより DOS を特徴づける。衣・食・住の各
シーンでのサービス利用者が，個々人へのサービスを志向するか，コミュニティや集団と
しての特徴を生かしたサービスを志向するかにより分類される。 2 つ目の軸は，技術システ












表 4-1 Sustainble Household Project で描かれたシナリオ
具体的シナリオ

















・知能の高いハイテク調理 (acelration & inteli e- ent hi e- h colan e-) 
















-グリーンコンシューマー需要を通じた地域のグリーン・メニュー(Lo cal e-r en menu 




・快適マネジメントサービス (Comfrt Mana e- emnt Service) 
-全居室でマネジメントサービスを提供。知能技術(I nteligent technolgy) によって
快適な環境とエネルギーの効率的な利用が可能。














つの要因を抽出し，そのうち 4 つから計 5つのライフスタイル描いた。 5 つの要因はそれぞ
れ「省エネ・リサイクル因子J，rナチュラル因子J，r不便・我慢因子J，r手作り因子J，r都
会集中因子」である。このうち省エネ・リサイクル因子から 2 つ，ネガティプなイメージ




















この事例では， rナチュラル因子J ・「手作り因子J が Sustainble Househld Project の
Enablig の方向性と一致し， r省エネ・リサイクル因子J のうちネットワーク型に見られる
方向性や「都市集中因子J は Relivng に対応していると考えられる。技術開発の方向性に
言及しているライフスタイルは，エコプロダクト型とネットワーク型，サービス型が挙げ





木村ら (208) では，上記の文献同様にシナリオを規定するドライピングフォース (DF)
の抽出を行った後，その結果に基づき雑誌や文献等に提案されている複数のライフスタイ
ルを点数化し類型化することで将来の方向性の代替案を提示した。専門家を招いたワーク
ショップを通して抽出された DF は， r高齢化j，r所得の二極化j， r個の進展j，r時間の利
用j，r情報化J の 5つであった。ここでは， r個の進展J に Sustainable Househld Project 
の Colective . Individual 軸と同様の着眼点を見ることができる。また r時間の利用j は
余暇の重要度に関する意識に着目した DF であり，技術開発の方向性における Relieving と
同様に，日常に占めるサービス利用に必要な手間暇からの解放を志向している。



















































































するかを尋ねた。選択肢は， r価格JI r消費電力(効率)J I r多機能性J， rデザインJ， r新
品かどうかJ(以下， r新品J)，r動作音の静かさJ(以下静音性J)，r馬力1lJ (エアコン・
冷蔵庫)， r画質J(テレビ)) r音響性能J(テレビ)の 9項目で、あった(複数回答可)。重視











第 1主成分 第 2 主成分 第 3 主成分 第 4 主成分
寄与率 23% 18% 16% 13% 
価格 0.65 '0.532 0.17 '0.18 
消費電力 0.623 '0.516 '0.130 0.34 
多機能性 0.29 0.51 0.4 75 '0.165 
デザイン 0.4 06 0.548 '0.517 '0.275 
新品 0.762 0.362 '0.14 '0.3 
静音性 0.8 0.4 2 0.95 0.87 
出力・性能 0.28 0.5 0.743 '0.126 
第一主成分は r消費電力」・「デザインJ ・「新品J 成分に加えて「価格」成分も大きく，
安価で新しく良質な製品を求める経済合理的な欲求と考えられた。第二主成分は， r価格」・
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系列 1 (サンプル全体に占める比率は約 38%) では，全ての項目の得点が全系列中で最
も高く，製品選択に非常に強いこだわりを打ち出している集団といえた。「新品」に対する
選好が特に高く，中古品を極力避けた上で価格と品質・デザイン等のバランスを考慮し，





かった。製品に対する要求が低く， r使えれば良い」という曙好性が読み取れた。系列 4 (同






























(3) 消費形態 3: 使い回し型 (CU: Chain ofUsers) 










(必消費形態 4: 高品質堅実型 (QW: Quality and Wisdome) 
系列 4 は，価格に関わらず先進的な技術を晴好する点で，高度技術を利用しエコ・ロハ








以上の結果から，本研究では各系列を順にそれぞれ「積極買替型 (RC: Rapid Cycling) J ， 
「傾向延長型 (BAU: Busines as Usua l) J， r使い回し型 (CU: Chain of U sers) J ， r高品

























圃テレピ: 1 .4 6年
・冷蔵庫: 11. 57 年
・洗濯機: 9.8 年
?傾向延長型 (BAU : Busine As U叫 捌 (制 10 梓 3
; 
i現状の鎮肉を代表ιそれを維持する.新品を好み価格 2鈎0% 一律5% 1口1. 必年i? 品質のバランスを重観する・先進的技術の導入は所得 附 (8: 間心 出 7年 J
い副首加に伴い徐々に行われる 3% (1 0%) 9.8 年 七
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生量を推計する。推計期間は 206 年---2030 年である。














































t年における製品ストック Qt は，式 4・1で求められる。
t=LPO 川∞則x) 'Own ∞ 
t 九 HS(x)
=玄 pmfI Dt.i(X)' Own(X' HS(x) 
t 九 HS(x)
マX = x'HS(x) 
式 4・1
ここで IDt.i はt年の地域iにおける世帯所得の分布曲線(確率密度関数)， Own は世帯あ
たり機器保有台数， HS は世帯人数を示す。 ID t.i，HS は一人あたり所得，Own は世帯当た
りの所得の関数としてそれぞれ与えられる。一人当たり所得分布 1Dt.i は一人当たり GDP
と平均一人当たり所得Z とジニ係数G を所与とし式 4'2- 式 4・5 により求まる。
1 _____ ( (log(x) ー logut ，J2)
1Du(x) = τFーーでexp~ー ヲ } 
u μ "ii otx -r 1 2o 2 
式 4-2
、1・1Jヲ&r u  
- - 2  + u o b  o ' - - a， ，EE・ ‘ 、D a  x e - -- x  
式 4・3
G = 2F (Jz ¥0 ，1) -1 
式 4・4
GDP 
Xi = Ci' Pop 
式 4・5
ここで，Xは一人あたり所得の平均値，U は中位所得， δは分散，G はジニ係数， F(tIO ，l) は標
準正規分布関数でX が・∞""""'t までの累積値をそれそ'れ示す。 c の値には過去のデータ (NBSC ，
196 ・201) より回帰分析を行い，都市部で 0.793 ，農村部で 0.3215 を利用した。人口，
GDP ，ジニ係数に関する設定を，引用文献とともに表 4・5 に示す。
世帯人数曲線HS は，過去のデータ (NBSC ，196 ・201) より回帰分析を行い式 4・6 の
ように設定した。決定係数は 0.89 で、あった。






表 4・5 人口， GDP ，ジニ係数の設定値
中国の国内人口の将来予測 (UNSD ，201) に， 205 年時点での対象エリアの人口
比率 r を乗じた。 r は過去のデー タ (National Bureau of Statistics of China ， 
195 ・201) より回帰し，以下のように設定した。
r= ー0.04(t - 206) + 0.237 (R2= ⑪.4 8) 
Goldman Sachs (203) より引用した。
Shen (207) によると近年の中国ではジニ係数が 0.4 0-0 .4 6の間で変化し，徐々 に
滑加傾向にある.対象地域のジニ係数は， 202-05 年で 0.35-8 へと増加し
ており，中国全体と比較し 10-20% 程度低かった。第 1 次 5 ヵ年計画では，経済
格差の是正を打ち出しており，そこで本研究では 201 年をピークにジニ係数は低
下するものと考え，以下のように設定した。
201 年: 0.4 0， 20 年: 0.38 ， 203 年: 0.36 
所得と機器普及台数の相関曲線は一般的に S 字カーブを描くとされ，関数形も複数提案
されている。本研究では，村田ら (205) を参考に，式合7 のように定義した。
aOwnjO wn ，..， v-m 
!lX jX 一
人 Own(X) = A exp( _sx-m) 
式 4・7
世帯の所得に対する保有台数の弾性値が所得の負のべき乗に比例することから，式 4・7




気候条件や世帯構成による影響を受ける。対象地の年平均気温は 16"'-' 17 0C で，西日本とほ
ぼ同じ程度である。同地域の平均エアコン保有台数は 2.3"'-'2.8 台/世帯であるが，これは様々
な所得層を含む値であることから，上限値としてはこれよりやや大きい値が想定される。
一方で，中国の住居面積は約 30 m 2/人と，日本の約 37m 2/人よりも狭く，やや低い水準で
安定化する可能性がある。そこで本研究では，エアコン・テレビは，A値を 3.0 と設定し
た。この結果， Own の式を対象各省の統計年鑑の所得と機器保有台数データの相関に近似す






























β m RZ 
.1. 57 .0701 0.89 
.1. 9 .0321 0.94 
.5.54 -1. 05 0.84 
























を用いて 3 つのモジュール間の関係は，式 4・8 ・式 4・9 のように表される。
Scrapt = Stock t・(1 - Surviet) 
式 4-8
Dem αnd t = Stock t - Stock t_1 x SurviVet_l 
式 4・9
ここで. ScraPt. Stockt• Demand t は t年における廃棄物発生量，ストック台数，需要
台数をそれぞれ示す。 Qt とStock t は同じ値を示すものであるが，製品フロー推計サブモデ
ルでは，製品台数データはすべて購入されてからの年数(式中添字 l )・製品に用いられる
82 
技術の種類(同 m) ・中古品か新品か(同 η) 別に管理されるため，式 4・10 の関係が成り
立つ。




で ム ーn v  
式 4-10
廃製品の発生量の推計手法は複数提案されているが(Lo hse et al.， 198) ，本研究の対象
地は未飽和な市場であり今後も製品ストックが増加し続けることが予想されることから，




品群)別に Survie との積により翌年も継続して使用される量と廃棄される量Scr 叩が決定
され，廃棄物発生量に翌年のストック純増分を加えることで翌年の製品需要Demand が算
出される。残存率関数はワイブ、ル分布に従うものとする(式 4・1 ・式 4・12) 。
Survive = 1 ー λ(t)
式 4・1
λ(t) = 1- 主tk- 1
η品
式 4-12




数とする。新品寿命のワイブル関数の各パラメータ推定は Liu et al. (206) を参考とし，
平均寿命がエアコン 10.3 年，テレビ 11. 46 年，冷蔵庫 1.57 年，洗濯機 9.8 年とした。中
古品寿命の平均値は新品寿命の 13 倍，物理寿命は新品寿命の 2 倍と設定した。分散は，各
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進めている(神鋼リサーチ， 203) 。そこで製品廃棄過程の C02 排出係数には，使用済み
家電製品の混合処理技術によるリサイクル処理を想定し， JLCA.LCA データベース(産業
環境管理協会， 208) を参考とした。







201) 。エアコンでのインバータによる効率改善は 30% とした。テレビでは，ブラウン管
の効率基準値を用いたが，液晶テレビは 135k Wh l 年，プラズマテレビは 20 kWh I 年で
一定とした。冷蔵庫・洗濯機は，中国のエネルギー効率ラベリング制度(省エネルギーセ








晶テレビ (LCD: Liqud Crystal Display) とプラズマテレビ (PD: Plasma Display Pane l) 
を，洗濯機にはドラム式の洗濯機技術の導入を考慮、した。製品購入時の高効率製品と低効








































































12 産業環境管理協会 (208) に基づき著者作成。
87 
1. 02 kg- C02lk Wh 
(0.68 kg-C02 IkWh) 
1. 15 kg-C02 lN m 3 
186 kg-C02eq 













2.4 2 kg 











解析するため，感度解析を行った。 Morgan & Henrio (1 90) によると，感度解析の目的
は，モデルの作成者が想定した仮定と変数の持つ不確実性のうち，どれが結果に対して顕
著に影響を与えているか，を発見することにある。本節で述べたモデ、ル構造から， 6 つの社
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図 4・9 に，製品ストック量の変化を示す。すでに多くの世帯で 1台/世帯に近い普及が進
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品が販売された年代を示し 各年の前後 5年ずつの計 10年間の平均年間購入台数を示す。
エアコンについてみると「傾向延長型」で購入台数は2010年高性能な新品が211万台，
低性能な新品が 958万台，高性能な中古品が 71万台，低性能な中古品が 17万台で、あった。







時期よりも約 18%大きく，中古品の市場も約 150%大きかったD また，積極的に高効率製品









1，640 万台と「傾向延長型J の約 82% にとどまった。一方で，購入される製品はほぼすべて




1，70 万台， 20 年 1，940 万台， 203 年 2，130 万台とエアコンよりも大きかった。逆に，
冷蔵庫と洗濯機では世帯当たりの普及台数が低いため，冷蔵庫の購入台数は 201 年 1，140
万台， 20 年 1，190 万台， 203 年 1，260 万台，同様に洗濯機では 201 年 1，150 万台， 20
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図 4・12 に廃棄物発生量の推移を示す。 201 年における消費形態別の廃棄物発生量は，
「傾向延長型J，r積極買替型J，r使い回し型J，r高品質堅実型j の順にそれぞれ 4，70 万
台， 5，240 万台， 4，20 万台， 4，260 万台であり， 203 年には同順 6，30 万台， 7，510 万台，
5，530 万台， 5，410 万台と， 27-43% 増加することが示された。増加率が最も大きかったの
は「積極買替型J (増加率 43%) で，中古品選択確率は比較的高かったが，新品寿命が短期




量の差は約 2，0 万台であった。これは，日本における平成 20 年度の使用済み家電 4 品目
の引き取り実績 02 ，89 千台)のおよそ1. 5 倍に相当する。さらに，対象地の人口から，




各消費形態のライフサイクルでの C02 排出量の推移を図 4-13 に示す。 201 年の消費形
態別の C02 排出量は「傾向延長型J，r積極買替型J，r使い回し型J，r高品質堅実型J の順
に 126 Mt-C02 ， 124 Mt-C02 ， 130Mt-C2 ， 18Mt-C02 であり，さらに 203 年にそれぞ
れ 16 Mt-C02 ， 147 Mt-C02 ， 16 Mt-C02 ， 126 Mt-C02 となった。「高品質堅実型」では，
高効率製品の積極的な購入によりエネルギー効率が向上し， C02 排出量が「傾向延長型J
と比較し 35 Mt-C02 程度削減されることが示された。「積極買替型J では，新製品への置き
換えが積極的に行われたことで早い時期から削減が進んだ。「使い回し型」では， 203 年に








































口エアコン 図テレビ 口冷歳庫 .洗濯機
図 4・13 消費形態別 C02排出量の推移
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型j の4 種の消費形態が抽出された。モデル分析の結果， r高品質堅実型J の消費形態がエ
ネルギー・廃棄物の両面で優れており使い回し型」と「積極買換型」では C02 排出・
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ている。自動車販売台数は 20 年には 209 万台であったが 209 年には 1，40 万台にまで
上昇し，エネルギー需給・大気汚染による健康被害・気候変動対策等の観点から迅速な対
応が求められている (Du et al.， 201; Yan & Croky ， 201; Hao et al.， 201a) 。一方で，
自動車をとりまく技術革新は急速に進んでいる。国内での低効率な内燃エンジン自動車
(I CV: Interal Combustion Engie Vehicle) の販売が行われるのと同時に，ハイブリッ
ド自動車 (HEV: Hybrid Electric Vehicles) ，プラグインハイブリッド自動車 (PHEV:
























【傾向延長型】 (BAU : Busine As Usua l) :現状の傾向を代表し，それを維持する。
新車を好み価格と品質のバランスを重視する。環境配慮、型自動車へのインセンティブは
高くなく，先進技術への移行は所得の増加に伴い徐々に行われる。
【積極買替型】 (RC : Rapid Cycling) :迅速循環ライフサイクルを志向し，買い替え需
要が大きい。中古車の市場シェアは中古車流通制度の整備とともに増加するが，全体と
しては新品志向が高く，また製品寿命も全体的に短くなる。
【使い回し型】(C U : Chain ofUser) :中古車志向は全消費形態中最も高い。製品品質
に対するこだわりが低く，環境低負荷型の車両への選好は低い。








堅実型J を組み合わせた「社会循環型J (QC: Quality Chain) の消費形態を新たに分析の
対象とし，以下のように定義した。












ェアリングの効果は多くの研究で実証されつつあり(例えば Mont ，204; Firnko & 
Muler ， 201) ，今後の中国の自動車利用を考える際に検討の必要があると考えたため分析
対象とし，以下のように定義した。












































使い回し型 (CU:Cha 担。fU 悶 8)
中古車志向は全消費形態中最も高い.製品品質に対するこ
だわりが低く，環境低負荷型の車両への志向性は低い.






.ICV 中I且w'ICV: 35% 
.HEV: 0% 
'PHEV: 0% 
. Lo w-ICV : 204 年約20%
が選択
• 1四V: 203 年過ぎに30%
'PHEV: 205 年に50% と
なるよう上昇
. Lo w-ICV: 約20%
.HEV: 30% 
.PHEV: 50% 
. Hi gh'ICV: 約25%
.HEV: 25% 
.PHEV: 40% 
. Lo w'ICV: 約 10%
• HEV: 35% 
.PHEV: 60% 
社会循環型 (QC: Quality Cha 凶 ・Lo w-ICV: 約 10%
先進的環境配慮技術への志向性の高い消費者と，製品品質 ・HEV: 35% 
にこだわりが少ない消費者に二極化する. t..たがって，使 ・PHEV: 60% 
い回し型と高品質堅実型の消費形態の特徴を併せ持つ.
地域共同型(凶:Lo叫白 munity)
都市化が進展しつつも従前の地域コミュニティの継続や. Lo w-ICV ・約20%
都市域での新たなコミュエティの形成に価値がおかれる 'HEV: 30% 





















































BAU シナリオにおける HEV ・PHEV の選択確率には， Liu et al. (201 1)による将来予
測に基づき， HEV が 2035 年頃に新車販売台数の 30% ，PHEV が 205 年頃に新車販売台
数の 50% となるようロジスティック曲線を用いて各普及率を設定した。残る需要は ICV に
よって満たされる。まず，現在普及している ICV を Hig h/Lo w- ICV に分類するため，過
去の企業別自動車販売データ(中国汽車技術研究中心， 192 ・2010) に基づき，製造企業が
外資からの技術供与を受けている場合に High-LCV ，そうでない場合は Low-LCV であると
仮定した。 206-9 年の外資技術提供を受けた企業の市場シェアは平均約 61% で、あった。
そこで本分析で構築したモデ、ルを用い， 209 年の時点で保有されている自動車を所有世帯
の所得の大きい方から順に並べ上位 61% の下限となる世帯を調べたところ，年間所得が約
61 ，0 元の世帯に相当した。そこで， High-ICV を購入している世帯は年間所得が約 61 ，0
元以上の世帯であると仮定した。なお， 201 年時点でこれは全世帯のうち所得上位 20% 弱
に相当した。将来推計では，境界となる所得水準が今後も継続するケースを BAU と考えた。
すなわち，境界所得水準はおよそ 61 ，0 元/ (世帯・年)とされたことから，これ以下の所
得の世帯の購入する車両数がLo w-ICV と仮定し，残りを High-ICV と考えた。この結果，
203 年には保有自動車のうち約 6% ，204 年には約 87% が High-ICV を購入可能な世帯
による保有となった。
消費形態別には，技術選択確率の変域として， PHEV では当初の選択確率の:t1O%， HEV 
では:t 5% を想定し， Hig h/Lo w- ICV では，両者の境界となる平均年世帯所得が年率:t 2% で
変動すると想定した。以上の結果得られた各消費形態における技術の新車市場で、のシェア
の推移を図 5・1 に示す。 (a) が「傾向延長型J. r積極買替型J，r地域共同型」シナリオ， (b) 




た(中国汽車技術研究中心， 192 ・2010) 。中国では 205 年に中古車流通管理弁法が施行さ
れ，中古車の利用の促進が図られて以来中古車の取引台数は急激に増加しており， 207 年
時点で 24% 程度である(矢野経済研究所， 208) 。しかし，この値は先進諸国と比較し低く，
飽和に達するまでの先行きは不透明といえる。日本の 20 年以降の中古普通・小型乗用車
の年間登録台数は，同型の乗用車の新車を含む総登録台数の約 5-60% で推移している。そ
こで，中国の近年の中古車取引台数の上昇速度 (205-8 年平均前年比 57% 増加)も考
慮し， BAU シナリオとして 2015 年に 45% ，20 年に 50% 程度，さらに 203 年頃までに
は 5% で安定化するとし，ロジスティック曲線で近似した。
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(c) 高品質堅実型，社会循環型





ため正確な把握は難しいが 一般に新車の更新サイクルは 5~6 年といわれている(矢野経
済研究所， 2008) ことから，廃棄時の平均車齢を 5.5年と仮定した。中古車の廃棄時の平
均車齢は， 2009年時点で 14.46年但aoet al.， 2011)とした。長期利用型の消費者の新車
寿命は， 日本における車両寿命が平均 11--12年程度であり，中国においても現在新車への
志向性が高いことも考慮、し，中古車寿命より 3年短い 11.46年と想定した。ワイブ、ル分布























占める短期更新型の新車購入者層の比率は， 206 年で 26% ，207 年で 29% 程度のとき，
推計される中古車発生台数と実績値が最も近くなった。ただし，今後こうした短期更新型
の消費者層は所得の増加とともに増えることが予想されることから，この後上昇を続け
2020 年 35% 程度となるものを BAU とし， :t 10% (すなわち 25-45%) を変域とした。ま
た，中古品の廃棄時の車齢の変域は長期利用型消費者の新車寿命 11. 46 年を下限，物理寿命
17 .4 6 年を上限とした。
(4) 地域共同型シナリオ
地域共同型ライフスタイルでは，カーシェアリングの導入を想定した消費形態である。




例を元に推計する。文献調査 (Firnko & Muler ， 201; Pretnhaler & Steinger ， 19; 































した状況を踏まえ，上海では 194 年以降， The private car license plate biding policy が
施行され，自動車の個人所有制限がかけられている(大和総合研究所， n.d.) 。その結果，
上海は省市別の一人当たり所得が中国で最も高いにもかかわらず，自動車保有台数は 10
世帯当たりで上海 11 台，北京 34 台，成都 29 台 (206 年時点)と，他の大都市と比較し






13 値は Firnkorn & Muler (201 1)， Pretenthaler & Steinger (1 99) ， Meijkamp (200) ， Martin et al. (2 010) ， 

















される集計型のモデルに対し， Liu et al. (201) や， Hao et al. (201b) ， Shen (207) は非
集計型のモデルの適用を試みている。特に Hao et al. (201b) や Shen 包07) のモデルは，
所得の分布に基づき自動車保有台数を推計しており，本研究の狙いである都市一農村聞の
中古車リユースなどの現象を表現する上で適用しやすいものといえる。筆者は，前章にお





Q - P OPtf Own(X) ・lD i，t(X) dX
i，t - f HSi(X) ・lD i，t(X)d
式 5・1
ここで， i は地域， t は年次を表す添字であり，また X は世帯所得を示す。 Qi ，t> 1Di，t は
それぞれ地域i，t 年における車両ストック数，世帯所得に対する世帯数の密度分布を， HSi ， 
Own はそれぞれ地域iにおける世帯人数と世帯あたりの自動車保有台数の，世帯所得X との
相関を示す。また， POt はt 年の中国の人口を示す。車両1Di，t Own ， HS iは，それぞれ
式 5-2" 式 5・5，式 5・6，式 5・7 により得られる。
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ここで，xは世帯あたり所得の平均値，U は中位所得，δは分散，G はジニ係数，F(tIO ，1) は標
準正規分布関数で、X が・∞"""-'t までの累積値をそれぞれ示す。世帯当たり自動車保有台数は，
より一般的に用いられると考えたロジスティック曲線を適用した(図 5・3) 。世帯当たり保
有台数が世帯所得の対数値と相闘があると仮定し， NBSC (1 96-201) および所得が高い
領域については現在の日本のデータ(統計センター， n.d.) を利用して近似した(R 2=0.7 1)。
また世帯人数は，世帯所得により変化すると考え式 5-7 を用いて回帰分析を行った(図
5-4) 。用いたデータは 209 年の中国の都市部・農村部の世帯の可処分所得と世帯人数
(NBSC ， 201) ，および OECD 各国の平均世帯人数と購買力平価に基づき換算した世帯当
たり平均可処分所得 (OECD ，n.d.) で、あった。平均世帯所得Z は式 5・4 に示すように一人
当たり GDP の成長 (GDP/c αpit α) に相関するが，一人当たり GDP の増加に対する弾性値
が逓減していくと仮定し 195""-'2010 年のデータ (NBSC ，196 ・201) より回帰式を求め
た(同様に R2=0.74 ，0.84) 。ここで，K，r，s，α，b，c，dはそれぞれ定数を示し，本研究で用い
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r 8.13 x 10- 3 
s 12.38 
a -0.29 
都 b 2.97 
市 c 13.67 
d -0.146 
a -0.28 
農 b 1.639 






















本研究では，対象とする技術は中国汽車技術研究中心(1 92 ・201) を参考に，従来型の
内燃ガソリン自動車(I CV) ，ハイブリッド自動車 (HEV) ，プラグインハイブリッド電気
自動車 (PHEV) の 3 技術とし，これを用いた 3 つの車種を分析対象とした。また，中国
では ICV は先進国同様の高効率な車両から，現地開発の低効率な車両まで多様な製品が存

















中国における車両の物理寿命は， Hao et al. (201c) や Huo et al. (207) により調査さ
れている。本章では， Hao et al. (201 c)で示された寿命(平均寿命 14 .4 6年，分散 4.79)
を用いた。 Huo et al. (207) によると中国の車両の平均寿命は今後増加しアメリカ並みに























造・使用段階と比較し廃棄時の C02 排出量は十分小さいため (Leduc et al. 201) ，本分析
では，製造・使用段階のみを対象として推計を行った。
製造段階には，車両の製造と PHEV 用バッテリの製造を考慮した。 HEV にもバッテリは
使用されているが，重量としては大きくなく無視できるものとした。車両の製造に関わる
C02 排出量は，山田ら (205) より， 3，170 kg.C02eql 台，またバッテリはリン酸鉄リチウ
ムイオン電池を想定し， Samras & Meisterling (208) ， Betz et al. (201) に基づき，
6，520 kg.C02eql 台とした。走行時の排出量は， High.ICV では日本の乗用車効率を参考と
し， J. 品{A. (201) に基づき 201 年の効率を 13.8 kmι(JC08 モー ド， 10 ・15 モードでは
16.0 km 江J とし，五個TI (201) に沿って効率が向上するものと仮定し，推計した。 HEV
は， Betz et al. (201) より High-ICV と比較して効率が 37.5% 向上するとした。
Low-ICV の効率は，中国の燃費基準値を用いた。 Leduc et al. (201ω に基づき，効率基準
が 209 年以前は 9.5 Ll 10km ， 201 年以降 8.6 Ll 10km ，さらに 2015 年以降 7.0 Ll 10km
とした。 PHEV の燃費はガソリン走行時と電気走行時が各 50% であるとし，ガソリン走行
時は HEV の燃費を，電気走行時には日産リーフの燃費である 125 Whlk m (Nisan ， n.d.> を
適用した。電力の排出原単位は Cai et al. (207) に基づき， 209 年 0.81 g-C0 2lWhから
徐々に低下し， 204 年 0.67 g-C0 2lWhとなるとし，ガソリン燃焼の C02 排出原単位は 2，320




アルミ，銅，鉛，亜鉛，ガラス，プラスチック，燃料，水を含む)は， Leduc et al. (201) 
に用いられている値を引用した。これらの値は全車種共通とした。レアメタル消費量は馬
場 (201) より ICV ，HEVIPHEV について一台当たりの資源消費量をそれぞれ算出した
(Hig hIL ow- ICV は等しいと仮定した)。なお，このデータ中，次世代自動車の資源消費量
は， HEV ， PHEV ， EV をすべて含むものであるが， 209 年の PHEV ・EV 生産台数は HEV
と比較し十分に少ないため(次世代自動車研究センター， 201) ， EV 用バッテリの材料と
されるリチウムの消費量を除きすべて HEV 向けの資源消費量であると仮定した。その上で，
PHEV の資源消費量は， HEV の資源消費量に加え，バッテリによる資源消費量として
12 
Zackrisson et aL (2011)のインベントリを用いた。表 5・5に車種別の資源消費量の値を示
す。本章では，これらの資源量に対しさらに TMR(Total Material Requirement)係数(中
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図 5・6 に車両ストック数の推計結果を示す。推計は 195-204 年を対象期間とし，
195-209 年は人口・所得などに統計データを用いた。自動車ストックを示すデータは
NBSC (208) や中国汽車技術研究中(1 92 ・201) 等に複数存在するが， NBSC (208) に用
いられた Private Vehicle の保有実績値を用いた。 195--209 年の統計値と比較すると，
過去の傾向をほぼ正確に反映していることがわかる。自動車ストック数は r地域共同型j
以外の消費形態下では， 201 年 5，440 万台， 20 年 1 ，50 万台(年平均増加率 (7.8%) ， 
203 年 20 ，10 万台(同 6.2%) ，204 年 34 ，10 万台(同 5.0%) と増加していくことが示
された。一方，シェアリングにより自動車ストックが減少する地域共同型では， 201 年 5，390
万台， 20 年 10 ，40 万台(傾向延長型比 9% 減)， 203 年 18 ，90 万台(同 10% 減)， 204 
年 30 ，80 万台(同 10% 減)であった。
次に，図 5.7 に傾向延長型における新車販売台数と廃棄台数の推移と過去の実績値(中
国汽車技術研究中， 192 ・201) を，図 5.8 に消費形態別の新車・中古車の販売台数を示す。
なお，販売・廃棄台数の推計には，過去の販売実績が影響を与えるため， 195-20 年の
推計には 194 年以前の販売実績を， 201 年以降は 209 年以前の販売実績(中国汽車技術
研究中， 192 ・201) を用いた。また， 20 年， 203 年， 204 年はマクロな傾向を見るた
め，前後 10 年間の移動平均を示した(以下図 5・8---- 図 5・1 においても同様とする)。
図 5・7 において， 201 年以降「傾向延長型J での新車の販売台数は， 20 年， 203 年，





(Goldman Sacks ， 203) では 201-20 年の平均成長率は 7.9% とされているが，リーマ
ンショックの 209 年でも中国は 8.4%の成長を実現しており，こうした面から過小推計の
可能性があるといえる。一方，自動車の廃棄台数は一貫して増加を続け， 204 年には 1，60
万台を超えると推計された。廃棄台数の推移は， 20 年 520 万台， 203 年 860 万台， 204
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売台数を低く抑えた要因であった。 2040年における中古車の販売台数は， r傾向延長型J， 
「積極買替型J，r使い回し型J，r高品質堅実型J，r社会循環型J，r地域共同型Jの順に，














































































































































(年)2040 2020 2010 
消費形態別 C02排出量の推移
各消費形態下での C02排出量を「傾向延長型j と比較すると， 2040年において「積
極買替型J，r使い回し型J. r高品質堅実型J. r社会循環型J. r地域共同型」で，それぞれ
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図 5・10







働いたが，総排出量は増加した。「高品質堅実型J では製造時排出量が増加 (204 年「傾向
延長型J 比+6.0%) したのに対し，走行時排出量が減少し(同 6.8%) ，総排出量としては削




図 5-1 に TMR 係数で統合化した資源消費による環境負荷の推計結果を示す。各消費形
態下での C02 排出量を「傾向延長型J と比較すると， 204 年において「積極買替型J，r使
い回し型J，r高品質堅実型J，r社会循環型J，r地域共同型」で，それぞれ+13% ，-6.1% ， -1. 4% ， 
・9.1% ，-9.1% の変化が見られた。 TMR の総重量は，自動車の生産台数(=販売台数)と一
台当たりの τ'M R の大きさにより決まる。「積極買替型」・「使い回し型」・「地域循環型」で
は，生産台数の変化が TMR の変動の主要因であった。「高品質堅実型」では，生産台数は
「傾向延長型J と同程度であったのに対し(図 5・8参照)，生産台数に占める HEV ・PHEV
の比率が高かった。一台当たりの TMR 総重量では ICV と比較し HEV.PHEV の方が小さ
く，その結果「高品質堅実型J で TMR の減少が見られたと考えられる。「社会循環型」に
おいては，生産台数の減少と車種構成の変化の双方が影響し， TMR が減少した。
(3) 環境負荷から見た消費形態の優位性


































も見られた。さらに， r高品質堅実型J も，本章の推計結果では資源面で「使い回し型j の
方が優れた結果を示し，同様にトレードオフ構造が発生する可能性が示唆された。このト






























































各消費形態、における C02排出量と TMRの比較図 5・12
要約
本研究では，自動車の購入・廃棄時の消費者の行動形態に着目し，その変化による環境
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めた場合 (T- ASi 日ケース)で，石炭による電力供給の年間 C02 排出量がそれぞれ 203
年 9.76% ，205 年 18.0% 減少した (Base-A 比)。一方，技術の移転時期をずらし 203
年以降に IGC の技術導入を行う場合(TT- Timely ケー ス)， 203 年までは Base-AB と同
じ排出量であったが， 205 年には 15.0% (Base-A 比)の年間 C02 排出量の削減が可能
で、あった。ただし， 206-205 年の累積 C02 排出量の差は Base-AB ケースを基準として，





転を 2030 年以降に行う場合(Tr-Ti mely ケース)においてのみ， 2030 年まで既存の設備
を補修による高効率化を伴わない延命を行った場合 (Base- ケース)でも，寿命とともに
設備更新を進める場合 (RPL ケース)と比較し累積 C02 排出量が少なくなり，技術移転時
期に合わせた既存施設の計画的な運用が必要なことも示唆された。
コストの推計結果は C02 排出量の傾向とは逆に，技術移転を積極的に進めるに伴い増加
する傾向が示された。 C02 の単位排出削減量当たりの費用では， 2030 年から技術移転を進
める場合(Tr-Ti mely ケース)削減費用は 9-12 US$/t-C02 であり，導入可能な技術を随
時移転していく場合(Tr- ASAP ケース)は 54'"'-'58 US$ (割引率 8% で 205 年価値換算)
となり， 5 倍近い差が生じた。各技術導入シナリオ下での RNV シナリオによる追加的な
C02 排出削減効果の単位削減費用，いずれも 6. US$it-C02 であった。いずれの技術導入シ
ナリオ下でも RNV シナリオが最も C02 排出削減量が大きく，単位削減費用ではTr-Ti mely














蔵庫で約 60% ，洗濯機でも約 30% 普及したのに対し， r積極買替型」では，同様にそれぞれ
40% 弱， 30% ， 8% ， r傾向延長型j と「使い回し型j ではエアコン・テレビで 20% ，冷蔵庫
で 10% ，洗濯機で 5% と，新技術の普及状況に差が生じた。 C02 排出量では， r高品質堅実
型J では「傾向延長型」と比較し約 20% の減少， r積極買替型j でも 8% 程度の減少が見ら
れた。「積極買替型j では C02 排出量は「傾向延長型j と同程度で、あったが，積極的な製品
更新により廃棄物発生量は約 20% 増加した。「高品質堅実型」では，製品寿命の長期化から
廃棄物発生量は約 15% 減少し， r使い回し型」でも中古品の積極的な利用により同程度の削
減効果がみられた。
「高品質堅実型」はいずれの指標においても優れた結果を示したが， r積極買替型J と「使













HEV の普及率にやや差が出るが， r使い回し型J以外の消費形態では環境配慮、型車両 (HEV
と PHEV) で約 30% のストックを占めており， r使い回し型」でも約 20% と全体としてそ
れほど大きな差は出なかった。しかし， 203 年以降の HEVIPHEV の普及により 204 年
「高品質堅実型J では 74% のストックが環境配慮型車両となるが， r使い回し型」では 50%
































は逓減していくと仮定したが， Cai et al. (2007)の用いた2009年810g-C021kV¥也， 2040 
年670g-C02ikWhは，3.3.4で得られた2010年 1，021'"'"'1，098g"C02/kWh， 2040年703-852










ては， IGC 技術がこれに相当し，自動車では PHEV 技術がこれに相当する。特に石炭火
力発電において技術の登場に合わせて既存ストックの利活用を議論した。一方，家電では












が混在することで， C02 排出・資源消費の両面で win' となることが定量的に示された。
最後に 4 点目として経済的な課題を考慮した。石炭火力発電システムの代替案として提
















































































a) EPRI (203) Electricity Technolgy Roadmp: Meting the Critical Chalengs of 
the 21st Century. California. 






防TJJile scenarios are not forecast ， they ofer a vaJuabJe method for t厄吐血g
sytemaic 砂 about proces of change. The proces of creating enrg ァscenarios
Jeads to a more robust understaig of enrgy φ沼 amics and oportunites for 
change ， and can grea tI y asist in the decison making of governmts ， busines ， 
and other organizations. 
また，その上で今回のシナリオ構築に関して以下のようにのべている。
Wh ile many studies have ben condute on futre enrgy use and po l1 utan 
emison in China ， this efort was undertak for sevraJ reason ，血 clud 白'gnew
devJopmnts in technoJ gy， markets ， and econmi structure necsitae periodic 
updating of anaJysis.
Many previous studies have had an acdemi focus ， while this efort provide 
direct suport for nationaJ enrgy ef1i ciency pJani ロ'g.
Understaig of bariers ω d伊 'Joyment ofnew technoJgies has advnce and 
neds to be incorpated 血 to forecasting anJysi 瓦
Past studies have consider end.us sectors in insu f1i iα切 t detail to capture 
importan dynamics uniqe to particular activities and technoJogies. 
同研究で考慮されたシナリオは 3 つあり，その概要を以下に引用した。
1 
S'c ena'o 1: 0比五narvEfot
This scenao d. 伊 'icts a situation in whic sutainble dev 均四回t and 
en 四-onme 臼1 polici 白 recive much les emphasi than econ o. 四 ic p叫~cies.
Ordinay Ef o. 吋 rep ，四 'nts a trajectory for China tha could result if the 
Governmet fails ωasign a hig prion'ty to reducing grow 拍 in enrgy use. It 
asumes tha China 's curent ln 同 econ o. 岨 icgz ηwth tr 勾町旬。T wil contiue at the 
rates projectd in 伊 vernmt plam ちand tha no signcat new enviromtal 
or enrgy eJm α白 ζy policies w ilJ be adopted. 
S'c enario 2: Promti: Sus 臼inabilitv
Promting Sus 凶 uability ilJ ustrat. 四品eimplemn 臼 tion of governmt targets 
as promulgated in 品e J(h Fi 開 -Ye ar Plan and related p叫~y documents. It 
m 抑 -esents China ~ヲ en叫rygrow品 U可}ヲctory throug 20 if curent 伊 vernmt
targets are met. Compared ωOrdinal ァEfor t， policies to promte sutainble 
devlopmnt are implentd earlier and m o. 叩吻ω u均
S'c ena'o 3: Gren Growth 
Gren Growth asumes tha su 臼inable devlopmnt wil be a policy priority 
for 品e Governmet and tha ぽ tensiv 均四mental and enrgy policies st ilJ be 
implented to ac 企iev 地is goal. Tlns scenario ilJ ustrates the enrgy 
consumpti trajectory tha would result from agresive policies to promte 
enrgy e1Iici.聞の~ devlopmnt ofrenwabl enr gy， and other policies 臼 pro 咽 ote






As四血 ptio 回 m 也e thre scenari 団関祖.blish defe 四nt paths by whic china might m 田 t也e 田 me econmi de 胃 .Iopment foals by 20 
氏enario 1: Or dinary Eff ort 島 enario 2: Pro moting Su 武司nab 出ty Sce nario S: G間四 Growth
Population in 20 
Urb 副 ization Ra te in 
20 
日 78% 58. 29% 
1，4窃 bilion
52 前 %
1.4窃 bilion 1.47b 氾10n
Gros D o血目 tic Pro duct 
Int~on 泊to Global 
Eco nom :y 
In dus 廿担ls 町 tors
Transportaion 
PO 胃 e Oenra 垣on
En ern Sect or Re form 
En ern Co nservation 
Pol 開閉








Befo 開 201 ，GOPg 四 ws at 7.3"~ pe r Sam e田 OrJzu. ty EJ1art
R 訂，間d o! ter 201 0 叫 6.7%per 白血e 白 Or dz 盟 tr E浸出
Dificul t I..J W impact on China's econmy P闇 ti 胃 im 凹 ct on China 's 聞耳目也F
So mewhat 田 lpro 胃 d e∞nornic High e∞nomic eficiency and 
effici 四 cy and international international 回 mpeti 胃包開S
1.o w 町 onmic e伍口町三cy 田 d
international ∞mpeti 胃 nes
Pu blic 廿ansport is de 胃 loped
四 t阻耳鳴)y: pri 租担胃hicl. u毘
Pu blic 廿anspo 同拭ion develo' 戸 出nt 回 iTO wsmo 開 slow )y than in oth 町Pu blic 廿ansport 垣間 企時，Iop 叩 ent 国
p∞r. 
strong. 
U 担 ofpri 官民胃もicl 田 grows International 胃 .hicle em 盟由。悶
Mo 曲目ycle use rises 
quickly. 坑血也rdsae 油開4 白血In ternational 胃 h目10 四 U田 ionsFu el e鉛ciency of 胃 hicl 回 rise - ---- ---- ---- Prom otin i' Su 武ainb 出旬
坑an おrds are adopte CI. .Iowly. .~- - ~O ~~".o~ A d-<an cod c1 e田-fu el technol "ll'i os are 
U艶 dfor publ 阻廿出百戸目白d
副 tombil 回
In creasd u謂。f罰.ufur∞ n廿01 Very hig h gro 胃thra 担 in sulfur Introduction of sulfur' ∞n廿。I
technol 明曲 power plants. 回 ntrol tochnol 明曲目al 也red power technol 明盟国血e 田 in Pl'咽品 IZlIf
仇 d 也redplan 也 ienrate 回国 pl 回以 reaching alI plan 包 by 20. Su sta. 白血・ty.
electricity. Clean -c閣 1 抑畑町 genration Cle 間 technol "l'i白血 trodu 四 d 宮間ner
Gram 掴 l也胃lopment of hydroI 幻wer ，t田，hnol 唱 i田 町 e intr 。品開d 也an in other sc 四百ios ，including 
nucl 回 r power ， IGC and wind begin in 201 四 per 出 ti 団 1官阻eration 田 dIGC.
Reform proges Iag s behind 0也er En er 冨yentorp 田 es WiII be Reform proceds r司 lid )y田 d
担 cto 帽聞dmonopo )y∞ ntiu 開 旬 開 S廿uct 四 d 血 dmonopo )y国 m 恒rnational ∞mpeti 胃 n開 .of
Im plemntig me~ to th. Im plemntig measur to the co 岨 plete inlpemntaion of 五nacial
En ern Co nser 官民on L a w 町 e En ern Co nser 百垣間 L a 胃 are in 目 nti 胃沼間d回目ernrpncm i'
.dopted but many m 回訊E 開 are n叫回目白sfuly.dop 也d 副 dinlp 四 時d sytem to p四 mote en 培 F
四 C骨百fuly o.c hie 胃d. upon ∞n担 rva 垣間
Tec 占nol 曙 i四 1 devlopmnt is En er 冨y eficienc of tochnlogy in alI 
hinde 四 d 阻 d 也e operatine effici 阻 cy 詩 cto 帽回din 晶z 出 田 on 廿ackto 白血e 田 h 四 2 品白宮Sus 担ina hi1i ・ty.
efquipment ゐ開 notre 世 h 陀 ach curent ..d-<an cod intern 司 ional
Acce謂 to inter 出 onal oil resources As in other 50 阻.a.ri os ，aces to As in 0仏 er 50 阻町1国， ac 由謂 to
。胃r next 20 to 30 years is international oil r民間rces a:胃 r next international oil re 田 urces a: 明 r nert 
unrestricte d. 20 旬 30years 田 unres 廿icte d. 20 to 30 y回 目 盟 国r自 国cte d.
Difi' ern 四 betwn dom 田 tic oil As in other 盟主narios ，diffe 骨忽時 As ino 仏 er 時間n 開， diffe 開 n回
目 ply 阻 ddem 阻 d is met 也roueh betw 関 n dom 回世c oil suply 田 d betwn domestic oil su 哩ply 田 d
oilmp 。同s. de 叩岨d is met throug oil inl 戸時s. demand 白 met throug oil imports 
Co nsume 四五ndn 盆urale 田 pn 四 s Do回目桓 cde 胃 lopment 阻 d N.国 ural g臼 pri ロne sytem is 
t∞hie ， lirnitin li' e玄ploration ， infr 田甘uct 四回目廿uction of inlpro 胃 dand dem 祖 dfor g田 grows
de 崎 lopment and network naturl i'田 is 回目潤sful and creates quickly. Gas im 回目sn 担 D o m 田 tic
China primaly relies on dom 開 tic China establishes a di 官 四ified China establishe. .. di 官 四ified
enr 官y resources. 
E田stin 阻項目nmen 回I坑an 也rds
per 岳民
Air polution 田 n廿必 in Aci d Ra:in
Co n廿.R 司ions 田 dkey ロU田町e
inlpem 阻 ted by 205 ，胃i也 S02
erni 詔 ions 也n也rds achie 胃 d by 
201. 
Mo 也国土e
en 棺 y import sYS te 岨 to utilize hi i' h 間町田 1m 凹 rt s:y司 em to utilize hig 
Existinl 阻VlrO也 mental 民田也rds Ernis sio 田武田也rds in large ロties
persist. are tieht 阻 ed.
Air polution ∞ntrols in Aci d Ra:in Stricter N Ox em おsion stan 也rds 田."
Co n廿匂1 Region. 田 1d key cities 田‘e enfo 町 ed.
inlpemtd by 2α )5: S02 emison Co al 四 bstiution proc 田 ds in large 
抗出也rds are met by 201; alI血 d 田 memedium ロU 聞














B UiId量唱 ma 恒rials
Chem il: u 
Pe tr 町 hemkals
oil refing 
P "P n 
c・kin 喜
M 姐.uW: turing
L 場d ind ustrie. 
。白.e n
Fuh Ju: Tr 創 ISP ・r恒温on
P油ra 恒 Au 加mob 畳居













AirC 岨 di 也nig
図 I-1 評価モデ、ルの構造
lV 
b) Boudri et al. (202) The po 旬ntial contirbution of renwabl enrgy 也 air polution 
abtemnt in China and India. Energy Policy ， Vol.30 ， p .4 09 ・42.
タイムスケールは 190 年から 20 年であり，描かれているシナリオは Busine as 
Usual (BAU) シナリオと， Policy (POL) シナリオである。この 2 つのシナリオに沿っ
て， RAINS -ASIA と呼ばれるモデルを用い再生可能エネルギーへの政策転換による将来
のエネルギーシステムへの影響を分析している。
2 つのシナリオは，以下のように説明される。
The Busine As Usual scenario is hased on the extnsio of short term 
polices and trends to 20 including considerations on sutainahilt y-
existing instiutional hariers ， and econmi constraints. The policy 
scenario reDc お the potenial use of renwahl enrgy sources as 
constraied hy tecm 盟国I 五mits ，suply 1血 its and sutainahilt y. The 
policy scenario does not take in ωacount instiutional hariers ， existing 
ゐrhort-erm} polices and cost constra. 血ts. lt reDcts the amount to whic 
renwahls could replace fos iJ fuels {coa l， coal-hsed electricity or liquid 
fuels} in Chi 冶a and lndia 血 the power plant and district heating secto r， 
the industrial secto r， and the residential secto r. 
以上のシナリオから同研究ではモデ、ル分析の結果として， 190 年中国の再生可能エ
ネルギーの総量 9.5EJp が， 20 年には BAU シナリオでは 13.8 EJp ， POL シナリオ
で 17.5 EJp となるとした。
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j 一次エネルギー圏内生産 j 
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第 10 次五カ年計画及び 205 年戦略をベースに 20"3 年の間に以下の変化
を想定。
・火力発電効率向上:石炭 3% →43% ，石油 34% →47% ，ガス 35% →49%
車燃費向上: 8.2 →4.0 U(IQOton ・km}
原子力発電設備容量: 210 万→5，0 万 kW
水力発電設備容量 :7835 万→254 万 kW( 開発可能量 3.8 億 kW の 66%
に相当)
水力発電設備稼動時間: 2803h/ 年→300h/ 年
(最大可能時間数は約 500h/ 年)
新エネルギ一発電設備容量: 203 年に 1765 万 kW
(うち風力 8120 万 kW ，太陽光 250 万 kW ，バイオマス 90 万 kW} 。
ガス火力: 137 万 kW →970 万 kW 。
新エネ熱供給量: 290 万ωe。
基準ケースと比較し却30 年において，
・ 火力発電効率向上:石炭 43% →47% ，石油 47% →49% ，ガス 49% →5%




原子力発電設備容量: 50 万→90 万 kW
水力発電設備容量: 254 万→30 万 kW
水力発電設備稼動時間: 30hl 年→450hl 年
新エネ発電: 1765 万 kW →2310 万 kW (風力，太陽，バイオマスなど
それぞれ倍増)
新エネ熱供給量: 290 →30 万加e
基準ケースと比較し 203 年において，






















































































平均世帯人員は上海 2.76 人，見山 3.00 人，湖州、打~.98 人で、あった。上海，昆山，湖州で
























コンとテレビでは世帯あたり 1台分 (10 世帯あたり 10 台)程度の差(伸びしろ)がある。
冷蔵庫と洗濯機はもともと世帯あたり 1台を大きく超えることはないので，日本との差は小
さい。また，見山と湖州での調査では，パソコンの保有状況も調査したが，その結果，昆








表I-1 家電の保有台数(台 /10 世帯)
エアコン テレピ 冷蔵庫 洗濯機 ノfソコン
上海市 136 15 10 10 (1) 
見山市 160 (1) 19 9 95 76 
湖州市 175 196 (2) 95 9 64 (1) 
(参考)日本 25 250 126 109 104 
括弧内の数値は中古品の台数(内数)
*エアコン，テレビ，パソコンは 206 年3月，冷蔵庫と洗濯機は204 年3月の値(出典:家電製






















噌i -o d -
世帯あたりの日平均稼動時間は，上海1.8 時間，昆山 10.8 時間，湖州9.3 時間であった。





は一日 10 時間以上が38% (近郊域 12%) と長時間使用の比率が高いことがわかった。
【テレビ】
上海，昆山，湖州のテレビの平均使用時間は，それぞれ5_5 時間， 3.2 時間， 3.2 時間であ
った。 3市とも使用時間と所得の間に明確な相関関係を見いだすことはできなかった。
【冷蔵庫】
上海では80% 程度は中型， 10% 弱が大型の冷蔵庫が使用されている。見山と湖州では中
型がそれぞれ61% ，73% ，小型が32% ，18% であり，大型はあまり普及していない。
【洗濯機1
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d) 家庭での資源・エネルギーの消費行動に関するアンケート調査票(改訂版) 15 
G. 個人属性情報
Code 
G 1.年齢 1. 20 歳未満 1 
(0 は一つだけ) 2. 21'"'"'30 歳 2 
3. 31'"'"'40 歳 3 
4. 41'"'"'50 歳 4 
5. 51'"'"'60 歳 5 
6. 61 歳以上 6 
G2. 性別 1. 男性 1 
(0 は一つだけ) 2. 女性 2 
G3. 職業 1. 会社員(国営企業) 1 
(0 は一つだけ) 2. 会社員(国内民間企業) 2 
3. 会社員(外資系企業) 3 
4. 教育関係 4 
5. 公務員(教育機関を除く) 5 
6. 自営業・自由業 6 
7. ノ号ート・アルバイト 7 
8. 学生 8 
9. 無職 9 
10. その他 10 
G4. 出身地 1. 上海市 (or 昆山区 or 湖州市)内 1 
(0 は一つだけ) 2. 北京・天津・上海(上海では除外)・香港・台湾 2 
3. 1. 2. 以外の華東地域 3 
4. 1. 2. 以外の華北地域 4 
5. 東北地域 5 
6. 華南地域 6 
7. 華中地域
8. 西北地域 7 
9. 西南地域 8 
10. その他( 9 
G5. 市(区)内 1. 1年未満 1 
在住年数 2. 1年以上 5 年未満 2 
(0 は一つだけ) 3. 5 年以上 10 年未満 3 
4. 10 年以上 4 
G6. 同居人数 )人(本人含む)
G7. 同居人の構成 1. (未婚)本人のみ(同居人はいなし、) 1 
(0 は一つだけ) 2. (未婚)本人と親 2 
3. (未婚)その他 3 
4. (既婚)本人のみ(同居人はいなし、) 4 
15 207 年 3 月に上海市で、行った後， 207 年 10 月に見山市・湖州市で、追加調査を行った際
に若干の修正を加えた。加筆項目は調査票末尾を参照されたい。
xv 
5. (既婚)本人夫婦のみ 5 
6. (既婚)本人夫婦と親 6 
7. (既婚)本人夫婦と子 7 
8. (既婚)本人夫婦と親と子 8 
9. (既婚)その他 9 
【既婚で子供同居 1. 子供はし、ない 1 
の場合] 2. 小学生未満 2 
G8. 子供の年齢 (0 3. 小学生 3 
はいくつでも) 4. 中学生 4 
5. 高校生 5 
6. 大学生 6 
7. 社会人以上 7 
8. その他 8 
G9. 同居人全体の 1. --49 冗 1 
月収【上海】 2. 50-9 元 2 
(0 は一つだけ) 3. 1，00-- 1，9 JC 3 
4. 2，0-2 ，9 JC 4 
5. 3，0-3 ，9 JC 5 
6. 4，0-4 ，9 JC 6 
7. 5，0-5 ，9 元 7 
8. 6，0-6 ，9 JC 8 
9. 7，0-7 ，9 JC 9 
10. 8，0-8 ，9 jじ 10 
11. 9，0-9 ，9 JC 1 
12. 10 ，00-- 14 ，9 克 12 
13. 15 ，00-- 19 ，9 冗 13 
14. 20 ，0 克 ~ 14 
15. 答えられない 15 
A.居住環境
Code 
A 1.現在の居住形 1. 持ち家 1 
式 (0 は一つだ、け) 2. 賃貸住宅 2 
3. (読み上げない)わからない 3 
A2.住宅様式 1. 戸建て住宅 1 
(0 はー った、け) 2. 集合住宅 2 
3. 長屋 3 
4. その他 4 
5. わからない 5 
A3. 住宅の構造様 1. 木造 1 
式 (0 は一つだ、け) 2. コンクリート造 2 
3. その他 3 
4. わからない 4 
A4. 住まいの築年 1. 10 年未満 12 
XVl 
数 (0 は一つだけ) 2. 10 年以上 30 年未満 2 
3. 30 年以上 3 
4. わからない 4 
A5. 住宅のベッド
)部屋ノレー ム数
A6. 平均的な起 A.平日 B.休日
床・出勤・帰宅・ 1. 起床 . . 
就寝時刻 2. 出勤 . 
3. 帰宅 . 
4. 就寝 . . . 
B.エアコンの使用状況
B 1.冷房用機器の 種類 (0 はいくつでも) 台数





①年間使用日数 1. 30 日以下 1 
2. 31 '"'-'60 日 2 
3. 61'"'-'90 日 3 
4. 90 日以上 4 
②日平均使用時間 朝~夜 (6:0am- 1O :0pm) )時間程度
深夜(1 0:pm.6a) )時間程度
B4. 保有するエアコンの状況について(使用頻度の高い順に 1台目， 2 台目， 3 台目)
Code 
1台目 2 台目 3 台目
①購入時の状態 1. 新品 1 1 1 
2. 中古 2 2 2 
3. わからない 3 3 3 
②使用年数 1. 1年未満 1 1 1 
2. 1年以上 3 年未満 2 2 2 
3. 3 年以上 5 年未満 3 3 3 
4. 5 年以上 10 年未満 4 4 4 
5. 10 年以上 5 5 5 
6. わからない 6 6 6 
③設置部屋 1. 居間 1 1 1 
2. 寝室 2 2 2 
3. その他 3 3 3 
4. わからない 4 4 4 
中古の ④中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 1 1 
場合の 品購入 2. 新品の 50'"'-'75% 以下の価格 2 2 2 
み 時価格 3. 新品の 25'"'-'50% 以下の価格 3 3 3 
4. 新品の 25% 以下の価格 4 4 4 









C3. 日平均使用時 1. 1時間未満




C~. 保有するァレピの状況について(使用頻度の高い順に 1 台目， 2 台目)
Code 
1 台目 2 台目
①種類 1. プフウン管(大型 50in 以上) 1 1 
2. プフウン管(中型 20"5in) 2 2 
3. プフウン管(小型 20in 未満) 3 3 
4. プロジェクター 4 4 
5. 液晶(大型 50v 以上) 5 5 
6. 液晶(中型 20"5v) 6 6 
7. 液晶(小型 20v 未満) 7 7 
8. プフズマ(大型 50v 以上) 8 8 
9. プフズマ(中型 50v 以下) 9 9 
10. その他 10 10 
11. わからない 11 1 
②設置部屋 1. 居間 1 1 
2. 寝室 2 2 
3. その他 3 3 
4. わからない 4 4 
③購入状態 1. 新品 1 1 
2. 中古 2 2 
3. わからない 3 3 
④使用年数 1. 1年未満 1 1 
2. 1年以上 3 年未満 2 2 
3. 3 年以上 5 年未満 3 3 
4. 5 年以上 10 年未満 4 4 
5. 10 年以上 5 5 
6. わからない 6 6 
中古の ⑥中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 1 
場合の 品購入 2. 新品の 50"75% 以下の価格 2 2 
み 時価格 3. .新品の 25"50% 以下の価格 3 3 
4. 新品の 25% 以下の価格 4 4 
















D3. 保有する冷蔵庫の状況について(使用頻度の両い順に 1台目， 2 台目)
Code 
1台目 2 台目
①種類 1. 小型 (20L 未満) 1 1 
2. 中型 (20 ・39L) 2 2 
3. 大型 (40L 以上) 3 3 
4. わからない 4 4 
②購入状態 1. 新品 1 1 
2. 中古 2 2 
3. わからない 3 3 
③使用年数 1. 1年未満 1 1 
2. 1年以上 3 年未満 2 2 
3. 3 年以上 5 年未満 3 3 
4. 5 年以上 10 年未満 4 4 
5. 10 年以上 5 5 
6. わからない 6 6 
中古の ⑥中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 1 
場合の 品購入 2. 新品の 50'"7% 以下の価格 2 2 
み 時価格 3. 新品の 25'"0% 以下の価格 3 3 
4. 新品の 25% 以下の価格 4 4 
5 譲り受けた・無料 5 5 
⑤購入 2. 中古品専門庖 1 1 
ルート 2. インターネットオークション 2 2 
3. 親類や知人から 3 3 
4. その他(具体的に書いてもらう) 4 4 
E.洗濯機の使用状況
E 1.洗濯機の台数 ) ムロ
E2. 初設置年 )年
E3. 保有する冷蔵庫の状況について
①種類 1. 二槽式 1 
2. 全自動式 2 
3. 洗濯乾燥機 3 
4. その他 4 
②購入状態 1. 新品 1 
X lX 
2. 中古 2 
3. わからない 3 
③使用年数 1. 1年未満 1 
2. 1年以上 3 年未満 2 
3. 3 年以上 5 年未満 3 
4. 5 年以上 10 年未満 4 
5. 10 年以上 5 
6. わからない 6 
中古の ⑥中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 
場合の 品購入 2. 新品の 50"-'7% 以下の価格 2 
み 時価格 3. 新品の 25"-'0% 以下の価格 3 
4. 新品の 25% 以下の価格 4 
5 譲り受けた・無料 5 
⑤購入 3. 中古品専門底 1 
ノレート 2. インターネットオークション 2 
3. 親類や知人から 3 
4. その他(具体的に書いてもらう) 4 
@利用頻度 1. 2 回以上/日 1 
2. 1回/日 2 
3. 2"-'3 回/週 3 
4. 1回以下/週 4 
5. わからない 5 
⑦乾燥機利用 1. 通年使用 1 
2. 雨季(梅雨)のみ使用 2 
3. 利用なし 3 






F3. 一日平均使用 1. 1時間未満 1 
時間
2. 1"-'3 時間 2 
3. 3"-'5 時間 3 
4. 5"-'7 時間 4 
5. 7"-'10 時間 5 




①種類 1. デスクトップパソコン 1 1 1 
2. ノートパソコン 2 2 2 
x 
②購入状態 1. 新品 1 1 1 
2. 中古 2 2 2 
3. わからない 3 3 3 
③使用年数 1. 1年未満 1 1 1 
2. 1年以上 3 年未満 2 2 2 
3. 3 年以上 5 年未満 3 3 3 
4. 5 年以上 10 年未満 4 4 4 
5. 10 年以上 5 5 5 
6. わからない 6 6 6 
中古の ⑥中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 1 1 
場合の 品購入 2. 新品の 50'"'-'75% 以下の価格 2 2 2 
み 時価格 3. 新品の 25'"'-'50% 以下の価格 3 3 3 
4. 新品の 25% 以下の価格 4 4 4 
5 譲り受けた・無料 5 5 5 
⑤購入 4. 中古品専門庖 1 1 1 
ノレー ト 2. インターネットオークション 2 2 2 
3. 親類や知人から 3 3 3 



























4. デザイン 4 4 4 4 4 
5. 新品かどうか 5 5 5 5 5 
6. サイズ(画面サイ 6 6 6 6 6 
ズ，容量の大きさ)
7. 省スペース性 7 7 7 7 7 
8. 動作音の静かさ 8 8 8 8 8 
9. 馬力(排気量) 9 9 9 9 
10. 画質 9 10 
11. 音響性能 10 1 
12. その他 10 10 1 10 12 
13. わからない' 1 1 12 1 13. 
G3. 買い 1. あり 1 1 1 1 1 
換えの経験 2. なし 2 2 2 2 2 
3. わからない 3 3 3 3 3 
G4. 買い 1. 3 年未満 1 1 1 1 1 
替え前製品 2. 3 年以上 5 年未満 2 2 2 2 2 
の買い替え 3. 5 年以上 7 年未満 3 3 3 3 3 
時使用年数 4. 7 年以上 10 年未 4 4 4 4 4 
満
5 10 年以上 13 年未 5 5 5 5 5 
満
6 13 年以上 15 年未 6 6 6 6 6 
満
7 15 年以上 20 年未 7 7 7 7 7 
満
8 20 年以上 8 8 8 8 8 
G5. 買い 1. 新製品を購入した 1 1 1 1 1 
換えた場合 庖で引き取っても
の使用済み らう
製品の扱い 2. ごみとして廃棄 2 2 2 2 2 
3. 中古品として売却 3 3 3 3 3 
(回収・引き取り
業者への売却)
4. 2 台目として継続 4 4 4 4 4 
使用
5. 親類や知人に譲る 5 5 5 5 5 
6. わからない 6 6 6 6 6 
G6.G5 の 1. 安価だから 1 1 1 1 1 
理由 2. 簡易だから 2 2 2 2 2 
3. 政策ルールに則る 3 3 3 3 3 
ため
4. 特に理由なし 4 4 4 4 4 
5. その他 5 5 5 5 5 
6. わからない 6 6 6 6 6 
G7. 政策 1. 政策に従って処理 1 1 1 1 1 
Xl 
により使用 する



















【G9] 選択肢の最小所得が 10 元以下だ、ったものを細分化。
【B3] ②時間帯区分を簡略化。
【B4] ④⑤追加(以下，【 C4] ⑤⑥，【D3] ④⑤，【E3] ④⑤も同様)
[El] 有無を尋ねていたものを台数に変更。
[E3] コインランドリーの使用頻度を尋ねる項目を削除。
【F] 追加。
[G4] 追加。
【G7 】追加。
Xll 
以上。

